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本文は p.9 へ
光インターコネクション技術動向
̶「京速計算機システム」への適用を目指して̶
　科学技術の発展を目的としたスーパーコンピュータの開発は、日米とも技術的な優位
性を確保すべく激しい競争が繰り広げられている。我が国は、2010 年度に 10P（ペタ）
FLOPS超級の演算能力を持つ、次世代スーパーコンピュータ「京速計算機システム」の
実現を目指している。
　しかし、従来の電気配線方式で次世代スーパーコンピュータを実現しようとすると、
膨大な物量が必要となるほか、伝送速度にも限界があり、ハード的に実現の困難が予想
される。この問題を解決する技術の最有力候補として期待が高まっているのが、光イン
ターコネクションである。光インターコネクションとは、チップ内、チップ間、ボード間、
装置間等の近距離の相互接続に光通信を用いる技術である。光通信の利点を生かすこと
で、物量および伝送速度の問題の多くは解決される可能性がある。
　我が国では、「京速計算機システム」のプロジェクトに先立ち要素技術開発を先行すべ
く、2005 年から３年間の光インターコネクションに関するプロジェクトを開始し、次世
代スーパーコンピュータにおいて伝送のボトルネックとなると考えられているノード間
ネットワーク、及び、CPU‐メモリ間に、この技術を適用することを目指している。しかし、
米国では、既に 2003 年から政府主導で光インターコネクション技術の研究開発に着手し
ており、日本はデバイス開発の面では先行されている状況にある。
　地球シミュレータの例を見てもわかるように、これまで我が国は、単発的にスーパー
コンピュータの開発を行ってきた。単発のプロジェクトでは、要素技術開発にも継続性
が望めない。ロードマップに基づいた長期的戦略は極めて重要である。これをスーパー
コンピュータのロードマップだけに留めるのではなく、今後高速化が切迫してくると思
われる超大容量ルーターのロードマップとも合致させ、配線技術全般に光技術が取り入
れられていく大きな流れを示す戦略的ロードマップとして展望すべきであろう。
　過去のスーパーコンピュータの性能が、既に民生品レベルになっていることからもわ
かるように、民生品のPCにおいても、電気配線方式が問題になるのはもはや時間の問題
である。近い将来、光インターコネクション技術とCPUは切り離せない状況が来る。こ
れからの開発競争を通じて、市場勢力が変化する契機となるかもしれない。チップ内あ
るいはチップ間のインターコネクションは、高い技術力が必要であり、長期的に優位性
を保つことができる要素技術である。光インターコネクションの技術力向上は、次世代
CPU、それを取り巻く周辺メモリ等の覇権争いの布石となりうる。
　光インターコネクションの技術開発は、まだ始まったばかりである。戦略的ロードマ
ップにしたがって、当分野へ投資すべき好機であろう。
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本文は p.20 へ
無機材料研究における
マテリアルインフォマティックスの動向
　セラミックス、ガラス、半導体といった無機材料科学の分野では、マテリアルインフ
ォマティックスと呼ばれるデータ駆動型の新しい開発手法が注目されている。この手法
は、異なる材料合成プロセスや材料データの情報を相互に有機的に結びつけ、素早く材
料開発に適用することを目的としている。
　インフォマティックスは、情報科学を活用して情報の収集と分類を行い、新しい知識
体系を構築するための手法である。先行しているバイオインフォマティックスでは、自
動解析装置が開発され、大規模な遺伝子配列データを処理することで、遺伝情報データ
ベースの構築や数理統計を用いたデータ解析が行われている。一方、有機材料の分野で
も、組み合わせによって多数の化合物群を一度に合成することができるコンビナトリア
ル手法が触媒などの開発に有効であることが認識されており、この手法で得られた大量
のデータを解析し新材料の開発に結びつけるためにインフォマティックス構築の重要性
が出てきている。しかし、無機材料の研究開発では、過去に蓄積された多くの材料特性
や結晶構造などの材料データの形式が様々であり、他とのデータ交換ができないという
問題があり、さらにひとつの材料が多面的な性質を持ち、特性が「ある」「なし」で単
純に表現できないことも問題となって、マテリアルインフォマティックス構築は、まだ
研究が始まったばかりである。
　マテリアルインフォマティックスの要素には、計算機科学やデータベースを使った材
料設計、合成実験計画の作成、材料探索のための自動合成装置、高速評価法、得られた
結果を整理したデータベース、ネットワークを介したデータベースの共有化、データの
視覚化や新材料を予測するデータマイニングなどがある。評価項目が多岐にわたる材料
研究では、単純な手法でデータを自動的に計測し共有することは困難であるが、現段階
では、まずサーバを介して研究機関が互いにデータベース情報を共有し、互いのデータ
を補完できる状況にすることが必要である。この作業は単独の機関では不可能であり、
国内はもちろん国際協調のもとでの長期的な作業が必要になってくる。
　我が国では残念ながら、この分野の重要性の認識が諸外国に比べて遅れている。すべ
ての製造産業の基盤は材料にあることを考えると、我が国でも革新的な材料開発が期待
できるマテリアルインフォマティックスの重要性を強く認識し、特に無機材料の研究開
発に関しては系統的なデータの蓄積を始める時期に来ている。
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　シリコンは、従来、固有の性質上光デバイスには不向きであり、実用化障壁は高いとされてきた。しか
しここ数年、シリコン集積化回路が高性能化し、化合物半導体よりも低コスト化できる可能性があること
から、シリコンフォトニクスという技術分野が注目されている。2005 年秋に開催された第11回微小光
学国際会議では、シリコンフォトニクスのシンポジウムが開催され、関連発表も15件に急増し、インテ
ル社など海外から光源、変調器、導波路などの技術が発表された。この会議以外に、国内からも、横
浜国大のSi 細線導波路、東大のCMOS上の集積化技術、NTTの Si 導波路、NECの Si 光検知器な
どの注目される報告が相次いでいる。省電力仕様に応え得るかという課題を見極める必要があるものの、
今後の発展が期待される分野である。
 情報通信分野 TOPICS Information & communication
トピックス1　シリコンフォトニクスの研究開発が活発化
　2005 年 10 月 31 日～ 11 月２日、東京で開催さ
れた第 11回微小光学国際会議（MOC’05：Micro-
Optics Conference ／応用物理学会・日本光学会・
微小光学研究会主催／参加者約 300名）において、 
“Silicon Photonics（シリコンフォトニクス）”のシ
ンポジウムが企画され、多くの参加者の注目を集
めた。シリコンフォトニクスに関する発表件数は、
過去数年間のMOCでは毎回数件程度であったが、
今回は 15件に急増した。
　光デバイスは、半導体レーザ、光増幅器、光検
知器、光スイッチなどのアクティブデバイス（光電・
電光変換素子）と、光ファイバ、レンズ、合・分波
器などのパッシブデバイスに、大きく二分できる。
　これまで前者で用いられてきた材料は、GaAs（ガ
リウム砒素）、InP（インジウム燐）などの III‐V
族化合物半導体、あるいはLiNbO3（ニオブ酸リチ
ウム）などの誘電体である。後者にはガラス（SiO2／
二酸化珪素）が多く使われてきた。
　従来、光デバイスにSi（シリコン）が使われて
こなかった理由はいくつかある。Si の発光が、格
子振動を介在する間接遷移型であるため、原理的
にレーザ発振の効率が低く、省電力化が困難であ
ること、小型化が可能であるが、逆にファイバや
半導体レーザからの出力光をSi 導波路に導入する
ときの結合効率を高くし難いこと、加えて高い製
作精度や平滑性が要求されることなどである。こ
のため、実用化障壁が高いとされてきた。
　しかし、その一方で、集積化回路技術としては、
特に Si 集積化回路の高速化と集積化が急進展し、
従来は高速性などの点で優位を保っていたGaAs
などの化合物半導体を凌駕する勢いである。Si 集
積化回路が高性能化し普及したため、低コスト化
のメリットが加わって、光デバイスでもSi 材料へ
の期待が高まってきた。そこへ 2004 年末に、これ
まで光分野ではアクティビティを示してこなかっ
たインテル社（CPUでは世界の主導権を握る）が、
変調速度 1GHzの光通信用 Si 変調器を発表して、
にわかに脚光を浴びた。現在、アクティブ、パッ
シブを問わず、Si を用いた各種の光デバイスの研
究開発が、国内外の多くの研究機関で加速される
ようになっている。
　今回のMOC’05では、アクティブデバイスとし
ては、インテル社が上記変調器の発展版である変
調速度 10Gbpsのデータを発表し、既発表のラマン
型Si 光増幅器とともに、同社の技術優位性を示し
た。また、カリフォルニア大ロスアンゼルス校も、
光励起ラマン型 Si 半導体レーザ（波長：1.68um・
出力 2.5W／励起波長：1.54um・励起出力：17W）
を発表し、歯科機器へ応用の可能性を示した。カ
リフォルニア大アーバイン校は、電流注入による
Si‐PN接合型半導体導波路からの発光スペクト
ルを実験・理論両面から解析し、電流注入型半導
体レーザ発振の可能性を検討した。スタンフォー
ド大も、Si のフォトニック結晶構造を用いて、光
を止める、貯蔵する、さらには後戻りさせる光バ
ッファメモリ（光通信のパケット方式で必要）へ
の応用の可能性を示した。一方、パッシブデバイ
スとしては、ベルギーのヘント大が、Si 導波路の
コアとクラッド間の高い屈折率差を利用すると、
波長多重光通信に使われる合・分波器（AWG：
Arrayed Waveguide）が大幅に小型化できる可能
性を示した。
　以上のMOC’05での報告以外に、国内でも、例
えば、横浜国大のSi 細線AWG、東大のCMOS上
の集積化技術、NTTの Si 導波路、NECのプラズ
モンSi 光検知器など、注目される報告が相次いで
いる。
　Si フォトニクスは、トータルとして省電力仕様
に応え得るかという課題を抱えているため、“研究
開発の筋”を見極める必要があるものの、低コス
ト化などのメリットも多く、今後の発展が期待さ
れる分野である。
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 環境分野 TOPICS Environmental Science
　地球温暖化防止に向けた気候変動枠組条約第11回締約国会議（COP11）並びに京都議定書第一回
締約国会合（COP／MOP1）が 2005 年11月28日から12月9日までカナダのモントリオールで
開催された。第二約束期間がスタートする2013 年以降の国際的な温暖化対策である「ポスト京都議定
書」に向けて、2006 年から長期的な「対話」の場を設けることを盛り込んだ「モントリオール行動計画」
が採択された。参加を拒否していた米国は、「対話」の結果が将来の行動を拘束するものではないこと
を条件に受け入れた。締約国は2006 年 4月15日までに「対話」の議題について見解を提出するこ
とで合意がなされた。一方、第一約束期間が終了する2012 年までの温暖化ガスの排出削減を決めた
京都議定書について、COP7の「マラケシュ合意」で決められた内容が正式に採択され、2005 年 5
月には議定書を批准した国々の2013 年以降の排出削減に関する議論も始まり、京都議定書が名実とも
に動き出すことになった。
トピックス 2　気候変動枠組条約締約国会議並びに京都議定書締約国会合の開催
　地球温暖化防止に向けた気候変動枠組条約第 11
回締約国会議（COP 11）並びに京都議定書第一回
締約国会合（COP ／MOP 1）が 2005 年 11 月 28
日から 12月９日までカナダのモントリオールで開
催された。
　COP 11では、第二約束期間がスタートする2013
年以降の国際的な温暖化対策である「ポスト京都
議定書」に向けて、2006 年から長期的な「対話」
の場を設けることを盛り込んだ「モントリオール
行動計画」が採択された。これまで参加を拒否し
ていた米国は、「対話」の結果が将来の行動を拘束
するものではないことを条件に参加を受け入れた。
気候変動枠組条約に基づく検討は、「すべての条約
締約国が参加できる新たなワークショップを設け、
条約の実施強化に向けて長期的な協力関係につい
て対話を開始する」ことになった。「対話」は２年
間に４回開き、気候変動枠組条約の第 12回と 13
回の締約国会議に内容を報告する。「対話」の主な
テーマは、①持続可能な開発の推進、②温暖化に
よる影響への対応、③技術開発の実現、④排出量
取引制度など市場メカニズムの活用であり、締約
国は 2006 年４月 15日までに「対話」の議題につ
いて、何らかの見解を提出することで合意がなさ
れた。
　一方、COP／MOP 1 では、第一約束期間が終
了する 2012 年までの温暖化ガスの排出削減を決め
た京都議定書について、COP 7 の「マラケシュ合
意」（注）の内容が正式に採択された。この採択により、
森林などのCO2 吸収源が吸収する量の算出方法や、
各国の削減状況を監視する「遵守委員会」の設置
など遵守規定や運用ルールが確定し、議定書の削
減目標を達成できなかった場合に罰則を設けるこ
となども合意され、京都議定書が名実ともに動き
出すことになった。さらに、「ポスト京都議定書」
の議論のうち、議定書を批准した国々の将来の削
減目標を検討する議論は、「新たなワーキンググル
ープでの検討を 2006 年５月から開始し、第一約束
期間と第二約束期間に空白が生じないよう結論を
得る」ことで合意がなされ、議定書を批准した国々
の2013年以降の排出削減に関する議論も始まる。
主な成果
１．京都議定書の運用ルールの完全な確立とCDMなどの改善
COP ／ MOP1 で、京都議定書の実施に関する「マラケシュ合
意」（COP7）の採択により、森林等の吸収源に関する算定ルール、
京都メカニズムに関するルール、京都議定書に基づく排出吸収量
の推計、審査等に関するルールなど議定書の運用ルールが確立
遵守ルールとして、京都議定書の数値目標に関する不遵守の措
置に関する手続きや遵守委員会に関する事項等が法的拘束力を
持たない形で COP ／ MOP 決定
各種委員会（遵守委員会、共同実施に関する第６条監督委員会）
の設置と委員の選出
CDM のさらなる推進・改善に向けた具体的方策の合意
２．将来の行動にかかる対話のプロセスの開始等
条約プロセスの下で、全ての国の参加による長期的協力のため
の行動に関する対話（モントリオール・アクションプラン）が
成立。対話を、先進国１名、途上国１名の共同議長による最大
４回のワークショップの開催を行うこと。対話の結果の COP12
（2006）、COP13（2007）への報告、2006 年４月 15 日までに各国
の考えを提出し対話を開始することなど具体的作業手順とプロ
セスが合意
議定書３条９に基づく附属書 I 国（議定書先進国及び市場経済移
行国）のさらなる約束に関する検討の開始と手順に合意
議定書９条に基づく議定書レビューの準備手続きに合意し、各
国は関連の情報と意見を 2006 年９月１日までに提出
http://www.env.go.jp/earth/cop/cop11/hyoka.pdf を基に作成
（注） マラケシュ合意：2001 年にモロッコのマラケシュで
開催されたCOP7において合意された決定。京都議
定書に定められた諸制度（排出量取引制度等）を実施
するために必要な運用ルールを定めている。
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 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & materials
　2005 年12月22日、我が国の 3次元フォトニック結晶（3DPC）生成実験装置が国際宇宙ステ
ーションへ向けて送られた。3DPCとは複数の誘電体を光の波長程度の周期で交互に積層した構造物で
あり、大規模な情報伝達や処理を小型・低エネルギーで実現できる次世代の光デバイス材料として期待
されている。地上では重力の影響で規則的に配列された大型の結晶を作ることができないため、宇宙船
の中のような微小重力環境での結晶生成が必要である。今回の実験は約3ヶ月間の期間で行われ、結晶
生成過程の観察や結晶生成に重力が与える影響の評価などを目的としている。2006 年中に2回目の実
験装置打上げも予定されており、実用的なサイズの3DPCを宇宙で作製できるかどうかの見当をつける。
トピックス3　国際宇宙ステーションでフォトニック結晶生成実験を開始
　2005 年 12 月 22 日、ロシアのプログレス補給船
が打ち上げられ、我が国の３次元フォトニック結
晶（3DPC）生成実験装置が国際宇宙ステーション
へ向けて送られた。ロシアのサービスモジュール
「ズヴェズダ」で約３ヶ月間にわたって結晶の生成
実験が行われる予定である。
　半導体結晶が電子の流れを制御できるように、
フォトニック結晶は光の伝播特性を制御すること
が可能な材料である。例えば、光の結晶内伝播速
度を遅くしたり、閉じ込めて貯蔵したり、特定の
波長だけを反射させるというような動作が可能で
ある。このような特性を利用して、フェムト秒高
出力パルスレーザ加工装置、記憶装置、光の波形
整形、特殊ミラーなど種々の用途が考えられ、よ
り大規模な情報の伝達や処理を、小型かつ低エネ
ルギーで実現できる次世代の光デバイス材料とし
て期待されている。フォトニック結晶の中でも、
3DPCは複数の誘電体を光の波長程度の周期で交互
に積層した構造物であり、例えば、二酸化ケイ素
の微粒子と高屈折率を持つ材料の微粒子を結晶化
させたものは、天然オパールの遊色効果と類似の
光学特性を持つ。
　例えば、ピーク強度数テラワットというフェ
ムト秒レーザ装置は、現行技術で作製するとパル
ス波形制御部は 1.5m ×１mの大きさになるが、
3DPCを用いると 15cm× 15cm程度まで小型化で
きる可能性がある。
　3DPCを地上で生成しようとしても、重力の影響
で結晶構造にゆがみを生じ、規則的に配列された
大型の結晶を作ることができないが、宇宙船の中
のような微小重力環境では高品質の大型 3DPCを
生成することができる。まず、100nmサイズの高
屈折率微粒子をコロイド状にして微小重力下で静
置すると、微粒子同士の電気的反発力による自己
組織化作用によって規則的な配列になり、結晶化
する。結晶が熟成したところで紫外線を照射して
分散液をゲル化し、結晶を回収する。最後にこの
結晶を圧縮して、結晶の格子間距離を調節し、様々
な波長に対応する素子を作る。すなわちゲルの弾
性を利用して格子間隔を調節するという点が、こ
の作製方法の特徴である。
　国際宇宙ステーションでの結晶生成実験では、
3DPCを実用的なサイズ（例えば 20cm立方）で作
製できるかどうかの見当をつける。実験は２回に
分けて行われ、第１回目は、結晶生成過程の観察
や結晶生成に重力が与える影響の評価などを目的
としている。２回目の実験装置は 2006 年中に打上
げを予定している。
　本研究は、原料の微粒子作製を富士化学譁、コ
ロイド結晶生成条件を富山大学・名古屋市立大学・
名古屋工業大学、結晶の機能･構造評価をC物質
･材料研究機構、製品化検討を浜松ホトニクス譁、
実験装置製作を譁 IHI エアロスペース、宇宙実験
の実施をC宇宙航空研究開発機構がそれぞれ分担
する形で行われている。地上では作製が困難な材
料を、国際宇宙ステーションにおいて定常的に製
造することを目指す試みである。
３次元フォトニック結晶（3DPC）
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　米国エネルギー省は2005 年10月、次世代の生物科学であるシステムバイオロジーを、エネルギ ・ー
環境分野に適用していく中長期目標とスケジュールを示す「ゲノミクス：GTL（Genomics To Life）ロ
ードマップ」を発表した。これは、2002年から開始したGTL研究の計画をさらに発展、拡張したもので、
DNA 配列の解析や生物シミュレーションモデリングなどのシステムバイオロジーを、安全・クリーンな
エネルギー源の確保や、二酸化炭素の隔離による温暖化対策などに役立てる構想である。本ロードマッ
プでは、今後 20～30 年程度の中長期なスケジュールとして、①ゲノミクスからシステムバイオロジー
への展開（2002 年からの8年間）、②技術統合（9 年目から16 年目）、③知の応用展開（17年目
以降）の3つの段階を想定している。まず、初期段階である①では、複雑な微生物の機能を基礎実験
等により分子レベルで明らかにすると同時に、生物システムを理解するための高性能なコンピューターシ
ミュレーションなどの研究基盤設備を開発する。そのため、有機廃棄物発電などを含む6プロジェクトへ、
今後 5年間にわたり総額約92百万ドル ( 約110 億円 )を投入することが決定された。
トピックス4　米国エネルギー省がシステムバイオロジー利用ロ ドーマップを発表
　米国エネルギー省（DOE，Department of Energy）
は、システムバイオロジーを石油代替燃料の生産、
環境修復、二酸化炭素回収などに応用する「ゲノ
ミクス：GTL（Genomes To Life）①ロードマップ」
を 2005 年 10 月に発表した。今後 20 ～ 30 年程度
の中長期目標とスケジュールが示され、直近５年
間で有機廃棄物発電等を含む６つのプロジェクト
に総額 92百万ドル（約 110億円）が投入されるこ
とが決まった。
　本ロードマップは、2002年から開始したGTL研
究の計画をさらに発展、拡張したもので、DNA配
列の解析や生物シミュレーションモデリングなど
のシステムバイオロジーを、安全・クリーンなエ
ネルギー源の確保や土壌汚染などの有害廃棄物除
害、二酸化炭素隔離による温暖化対策などに役立
てる構想である。本ロードマップのスケジュール
は大きく３つのステップから構成され、目標は下
記のようになる。
① ゲノミクスからシステムバイオロジーへ（初期の8年）
　エネルギー・環境への取り組みに利用できる複
雑な微生物の機能を、基礎実験等を駆使して分子
レベルで明らかにすると同時に、生物システムを
理解するための高性能なコンピューターシミュレ
ーション及びモデリングツールなどの研究基盤設
備を開発する。応用展開を意識した主要ツールの
選択とデータ整備も行う。
②技術統合（9年目から16年目）
　①で明らかにした有用な知見や整備した研究ツ
ールで、微生物システムの研究を加速、予測シス
テムの開発を行い、応用展開につながる微生物シ
ステムの解析時間を数年から数ヶ月に短縮する。
③知の応用展開（17年目以降）
　②で統合化した知見や研究ツールを、エネルギ
ーと環境の最重要課題の解決に資する革新的プロ
セスや新製品に応用展開する。
　本ロードマップで蓄積される知見データベース
は、微生物の機能を理解、予測するのに役立ち、
標識をつけたタンパク質分子創生レベル、その分
子相互作用レベル、全タンパク質レベル、細胞レ
ベルの４つのレベルにおける実験、モデリングか
ら獲得される。
　ボドマン・エネルギー長官は、「ヒトゲノムプロ
ジェクトがバイオメディカル、バイオテクノロジ
ー産業の成長を促進したように、本ロードマップ
は新しいバイオテクノロジー産業の成長を促すだ
ろう。微生物は、21世紀の経済競争力の原動力と
なる製品などに応用できる。」と述べている。
プロジェクトのテーマ、主な実施機関、予算
テーマ 実施機関 予算（万ドル）
１
有機廃棄物発電等につなが
るゲノムベースのモデル
マサチューセッツ大、
テネシー大等
2180 ／５年
２
自然微生物の分子同定に関
するプロテオゲノミクスア
プローチ
カリフォルニア大バークレ
ー、オークリッジ国研等
1050 ／５年
３
微生物の細胞分裂等を制御
する多タンパク質複合物の
動的空間的組織
スタンフォード大、
オハイオ大等
1790 ／５年
４
多タンパク質複合物構造同
定等の高効率化
ローレンスバークレー国
研、カリフォルニア大バ
ークレー等
2580 ／５年
５
効率的に統合された分子集
合体、染色体、ゲノムの研究
ローレンスバークレー国
研、カリフォルニア大バ
ークレー等
1290 ／５年
６ 知識基盤統合 オークリッジ国研 300 ／３年
参考：DOE ホームページ
http://www.energy.gov/engine/content.do?PUBLIC_ID=18903&BT_
CODE=PR_PRESSRELEASES&TT_CODE=PRESSRELEASE
①  GTL：石油化学では「Gas To Liquids（天然ガスから灯油などの液体燃料
を製造する技術）」の意味があるが、DOEロードマップでは、「Genomes 
To Life（ゲノムから生命へ）」として用いられている。
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　バイオディーゼル燃料の製造コストを、従来より2～3割削減できる見込みの新しい生成法が、同志
社大学、Z産業技術総合研究所、白石工業譁、 譁けいはんな、らにより共同開発された。植物性廃食
油等から生成されるバイオディーゼル燃料は、地球温暖化対策のひとつとしても注目されている。全国で
その普及に向けた活動が展開されているが、燃料生成コスト削減が大きな課題となっている。バイオディ
ーゼル燃料の一般的な生成法では、反応を促進させる触媒として強アルカリを使用するため、強アルカ
リ廃液の処理費用が必要である。新しい生成法では、塩基性固体触媒の使用によって強アルカリ廃液を
排出しないため、その処理工程等が不要になり、燃料生成コストを削減できる見込みである。なお本技
術は、今後実用性能評価が進められる予定で、1～2年後の実用化を目指している。
トピックス5　固体触媒を利用したバイオディー ゼル燃料の低コスト製造技術
　家庭や飲食店等から排出される植物油（植物性
廃食油）は、そのまま排水に流せば水質汚染の大
きな原因となるが、その廃食油を精製して粘性や
引火点を低くすることにより、ディーゼルエンジ
ンの燃料（バイオディーゼル燃料：BDF）として
有効利用することができる。また、その燃焼で発
生する二酸化炭素は、もともと大気中から光合成
によって植物に取り込まれたものであるため、化
石燃料のように新たに二酸化炭素を発生させない
ことから、バイオディーゼルの普及は、地球温暖
化対策のひとつとして注目されている。植物油か
ら生成されるバイオディーゼル燃料を軽油の代替
燃料として活用する取り組みは、日本では全国の
地方自治体を中心として展開されている。しかし、
さらなる普及を促進させるには燃料生成のコスト
削減が大きな課題である。
　バイオディーゼル燃料の一般的な生成法は、植
物油（油脂）とメタノール（アルコール）を反応（エ
ステル交換反応）させる。反応を促進させる触媒
としては、水酸化カリウムや水酸化ナトリウムと
いった強アルカリが使用されている。燃料生成過
程で発生する廃液は強アルカリとなるため、塩酸
等の強酸による中和処理が必要となり、コストの
増大を招いている。
　このような従来法に対し、製造コストを抑える
ことが期待できる新技術が、2005年 10月に同志社
大学、C産業技術総合研究所、白石工業譁、譁け
いはんな、らにより共同開発された。新規の生成
法では、植物油とメタノールを塩基性固体触媒で
ある酸化カルシウム入りの容器に注いで、１時間
程度加熱（約 60℃）することにより、バイオディ
ーゼル燃料を得ることができる。従来法と大きく
異なる点は、反応促進のための触媒として、水酸
化アルカリの代わりに塩基性固体である酸化カル
シウムを使用することにより、強アルカリ廃液を
排出しない点である。ここで使用される酸化カル
シウム触媒は、炭酸カルシウムを二酸化炭素のな
い条件下（ヘリウムガス中）で加熱（900℃、1.5 時間）
することにより、二酸化炭素の吸着・吸収を防い
で製造される。この触媒は、従来法の水酸化アル
カリ触媒とほぼ同等の性能があることが確認され
ている。
　新技術を用いたバイオディーゼル燃料の製造コ
ストは、従来法で必要な強アルカリの廃液処理工
程等が不要になるため、２～３割の削減が可能と
なる見込みである。なお、本技術は１～２年後の
実用化に向けて、触媒の劣化挙動や耐久性等の実
用性能評価が進められる予定である。
バイオディーゼル燃料生成過程
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　電子機器の軽量化や配線の高密度化に伴い、リレー、コネクターなどの導電性バネ材には、高強度と
高導電性を同時に向上させた銅合金材料が求められている。Z物質・材料研究機構は、2005 年12
月5日、超鉄鋼研究センターの坂井義和主幹研究員らが、強度と導電率のバランスが極めて優れた銅‐銀
合金の開発に成功したと発表した。従来の高強度材料の熱処理では常識外の熱処理を加えた熱処理プロ
セスを考案することにより、銀を最大限に析出させるとともに銅を100% 再結晶化することができ、強
い加工を施すほど高強度が得られるようになった。この結果、かつて開発された銅‐銀合金の10 分の
1程度の銀の添加量で高強度と高導電性を両立させることができ、他の多くの銅合金をしのぐ特性が得
られた。
トピックス6　高性能銅合金実現のための製造プロセス開発
　銅合金は、電線、整流子片、モーターやマグネ
ットのコイル、リードフレームのほか、導電性バ
ネ材（リレー、コネクターなど）などに使われて
いる。導電性バネ材の銅合金は、電子機器の軽量化、
配線の高密度化が進むにつれて、機械的強度と導
電性のさらなる向上が望まれており、より幅が狭
く薄いものが必要とされている。しかし通常、強
度と導電性はトレードオフの関係にあり、両立が
難しい。
　2005年 12月５日、C物質・材料研究機構（NIMS）
は、超鉄鋼研究センターの坂井義和主幹研究員ら
が、熱処理と加工の条件を工夫することにより、
これまでに開発されていた銅‐銀合金の銀の含有
量を大幅に削減し、かつ優れた両特性を有する銅－
銀合金（Cu‐Ag合金）を開発したと発表した。
NIMSでは 12年前にそれまでの銅合金の性能をは
るかに超えたCu‐Ag合金を開発したが、数十％
（重量％）ものAg量を必要としたため、コストパ
フォーマンスの点で利用は限られていた。今回は、
新しい製造技術を開発することでCu合金の再結
晶化①の過程を制御し、１～６％のAg含有量でも
高強度と高導電性の両立を実現した。その強度は、
実用化されている銅合金のなかで最も高強度であ
るベリリウム銅合金（Cu‐Be合金：Beの有害性
のため、製造管理が必要）に匹敵し、導電率はそ
の 3.5 倍である。また、この材料は薄帯化するため
の強い加工を施すほど高強度が得られるため、多
様なサイズや形状の部品製造に有利であると考え
られる。
　新しい合金製造方法は、熱処理プロセスに工夫
があり、800℃の溶体化処理②後の冷間加工③途中
に、再結晶が起こる温度（400～ 550℃）で長時間
保持するという従来の高強度材料の熱処理では常
識外の熱処理を加えることを特徴としている。こ
の熱処理により、Agを最大限に析出させるととも
にCuを 100％再結晶化することができ、薄帯化す
るための強い加工を施すほど高強度が得られるよ
うになる。Ag含有量が多いほど強加工に対して高
い強度が得られるが、かつて開発された合金の 10
分の１程度のAg含有量である２％Ag合金の場合
でも、強度1200MPaかつ導電率が約80％IACS④と、
他の多くの銅合金よりも両特性のバランスのとれ
た特性が得られる（図参照）。
　今後は、民間企業に今回の研究成果を積極的に
紹介し、共同研究を通して実用化を推進していく
予定である。
① 再結晶化：金属を加熱することにより、新しい歪の無い
結晶粒を発生させ成長させること。
② 溶体化処理：合金中の添加元素の均一分散のため、合金
の温度を上げて急冷する処理。
③ 冷間加工：通常、再結晶温度未満または常温で行なわれ
る加工のこと。
④  IACS（％）：導電率の単位。標準軟銅の導電率（20℃で
1.7241 μΩ・cm）を 100％とした相対的な導電率。
種々の銅合金の強度と導電率の関係
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科学技術動向研究
光インターコネクション技術動向
̶「京速計算機システム」への適用を目指して̶
竹内　寛爾
情報・通信ユニット
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　我が国は、2010 年度に 10P（ペ
タ）FLOPS①超級の演算能力を持
つ「京②速計算機システム」の実
現を目指した大型プロジェクトを
計画している（注１）。スーパーコン
ピュータ開発の真の目的は、単な
るスピード競争ではなく、他の科
学技術分野への貢献、さらには産
業界への波及効果にある。次世代
スーパーコンピュータが実現した
とき、医療、ライフサイエンス、
自動車、ナノテクノロジー・材料
等、多くの分野に革命的な影響力
をもたらすことが予想される。例
えば、遺伝子から全身の血流に至
るまでのシミュレーション、車全
体の衝突シミュレーション、高精
度メッシュによる地球全体シミュ
レーション等が実現できると考え
られている。シミュレーション時
間の短縮はもちろん、これまで不
可能だった対象物全体のシミュレ
ーションがきめ細かに行えるよう
になり、解を得るまでの時間（Time 
to Solution）の短縮とシミュレー
ション結果の両者が、国際競争力
の優位性につながる。スーパーコ
ンピュータの開発は、今後期待さ
れる技術進展の鍵を握るともいえ
る重要な開発プロジェクトのひと
つと言えるだろう。
　米国エネルギー省が 2003 年に
提示した大型施設研究開発の展
望によると、同国は今後 20 年間
で優先すべき技術開発のなかで、
「UltraScale Scientific Computing 
Capability（超高性能コンピュー
タの開発）」の優先順位を第２位
に位置づけた１）。さらに、情報技
術研究開発（NITRD）の 2003 年
度予算 18.8 億ドルの４割以上を
高性能コンピューティング（HEC）
に重点配分するなど、米国は国
家戦略プロジェクトとしての位
置づけを強めている２）。2004 年
には日本のスーパーコンピュータ
である「地球シミュレータ」が、
LINPACK ベンチマーク③という
限定された性能測定にしろ、米国
IBM 社製 BlueGene に世界最速の
座を奪われた。このような背景に
おいて、次世代スーパーコンピュ
ータ実現のための大型プロジェク
トが開始されるわけである。
　次世代スーパーコンピュータの
実現において、解決しなければな
らない課題は数多く存在する。例
えば、システムアーキテクチャー
や、そのシステムに適したソフト
ウェアの開発といったコンピュー
タ開発時にはつきものの課題があ
る。ハード的には、次世代スーパ
ーコンピュータの要求特性は従来
の電気配線方式では物量の面、伝
送速度の面から実現不可能な領
域に到達しようとしている。この
ため、スーパーコンピュータの配
線問題を解決する最有力候補とし
て、光インターコネクションへの
期待が高まっている。
　本稿では、スーパーコンピュー
タ、グリッドコンピューティング、
クラスタサーバー、超大容量ルー
ター等を包含した超高速計算機の
中で、とりわけ次世代スーパーコ
ンピュータの取り組みを中心に、
光インターコネクション技術動向
について述べ、日本のとるべき方
向性について考察する。
①Ｐ（ペタ）FLOPS
　Ｐ（ペタ）は1015の接頭辞。PFLOPSは1秒間に1015回の浮動小数演算を意味する。
②京（けい）
　1兆の1万倍（1016）を意味する単位で、1京回の浮動小数演算を学術的に記述
すると10PFLOPSとなる。
③  LINPACK（LINear equations software PACKage）ベンチマーク
　主に浮動小数点演算のための連立一次方程式の解法プログラムで、世界で最も用い
られている計算機性能測定テスト。
■用語説明■
（注１）「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用」。2006 度
より 7 年間で総額 1,154 億円（予定）の大規模研究開発プロジェクト。
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　これまでの開発競争は、ムー
アの法則に従って処理能力が飛躍
的に向上した CPU の存在と、メ
モリ容量の増大および並列化に
よって支えられてきた。しかし、
10PFLOPS 超を目指す次世代機で
は、従来のアプローチだけでは到
達し得ない速度領域に突入する見
込みだ。
　譁富士通研究所の試算によれ
ば、ピーク性能 3PFLOPS のスー
パーコンピュータを同社の現行製
品技術にて実現しようとすると、
ノード間の電気ケーブル（同軸ケ
ーブル）が 20,000km、空調を含
めた消費電力は 30MW、設置面積
が 8,500m2 にも達するという。こ
れは、ノード間の電気ケーブルの
距離だけで地球半周に相当し、電
力消費量は小さな発電所が必要な
規模となる（図表３）。実際に目
指す「京速計算機システム」の性
能は 10PFLOPS 超であり、本試
算よりもさらに大きな障壁となる
のは間違いない。このように、次
ード間（図表１の①）のデータ転
送を、それぞれ高速化することが
システム全体の高速化につながる。
　近年の動きに注目すると、2002
年に我が国の地球シミュレータ
が LINPACK ベ ン チ マ ー ク で
35TFLOPSを記録したが、2004年
には米国 IBM 社の BlueGene が
137TFLOPS、さらに2005年11月に
は同じくBlueGene が 280TFLOPS
に記録を更新し、現在トップの座
を維持している。我が国では、
2010 年頃に「京速計算機システム」
の実現によって再び世界最速を目
指す計画となっている。このよう
に、スーパーコンピュータ開発は
日米の熾烈な開発競争の歴史であ
る（注２）（図表２）。
２‐１
物量における限界
　図表１はスーパーコンピュー
タの構成を模式的に示したもので
ある。スーパーコンピュータは主
として CPU（中央演算処理装置）
とメモリ（記憶装置）からなるノ
ード④を単位に、並列処理を行う
ため複数のノードで構成される。
並列処理にともなうノード間の
データ通信は一般的にスイッチに
て通信相手の制御が実現され、こ
のスイッチを含めた構成をノード
間ネットワークと呼ぶ。ハードの
観点からは、CPU（図表１の③）、
CPU‐メモリ間（図表１の②）、ノ
④ノード
　CPUとメモリを含むシステムの構
成要素。ノード単独で1つのコンピュ
ータシステムとみなせる。大規模スー
パーコンピュータでは1つのプログラ
ムを複数のノードで分担して並列処理
し、高速化を図っている。
■用語説明■
2   電気配線方式の限界蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
（注２）現在、欧州はスーパー
コンピュータの独自技術開発を
行っていない。欧州はむしろ利
用技術の推進に特化していると
いえる。最近の動向としては、
2005 年 12 月に仏 Bull 社のスー
パーコンピュータについて報道
がある。詳細は参考文献４を参
照されたい。
図表１　スーパーコンピュータの基本構成例（模式図）
参考資料３）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表２　日米スーパーコンピュータ開発競争の歴史
参考資料５）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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世代スーパーコンピュータを従来
の電気配線方式のみによって実
現することは、物量面の観点か
ら極めて困難であると言わざるを
得ない。
２‐２
データ伝送における限界
　図表１に示したように、高速
化の ポイ ント は CPU の性能、
CPU‐メモリ間の伝送帯域、ノ
ード間の伝送帯域の向上となる。
CPU 単体の高速化は言うまでも
ないが、「京速計算機システム」
クラスの演算能力を実現するには
システム上、CPU へのデータ供
給のための伝送を如何に高速に行
うかが性能を決める大きな要因と
なる。
　「京速計算機システム」が登場
する 2010 年頃には、CPU‐メモ
リ間およびノード間のチャンネル
あたりの伝送速度もより一層高速
化が必要とされる。ところが、従
来の電気配線方式では、高周波数
に対して電気抵抗が増加する。さ
らに、プリント基板やケ－ブル材
料に起因する信号減衰から、信号
の高周波成分が劣化するという根
本的な問題が生じる。つまり、伝
送速度を上昇させようとすると伝
送距離を短くせざるを得ないとい
う制約がある。伝送距離の制約は
ボード設計、システム設計にも大
きな制約を与える。
　電気配線方式のままトータルの
伝送容量を向上させるには、並列
問題から電気配線方式は、チャン
ネルあたり 10Gbps（ビット／秒）
を超えることが難しいと考えられ
ている３）。
　地球シミュレータの場合でさ
え、１ノード内の CPU‐メモリ
間の総信号本数は約 20,000 本であ
ったが、地球シミュレータよりも
２桁以上高速になる次世代機を考
えると、CPU の大幅な並列化は
避けられない。したがって、その
実現は電気配線方式のみでは規模
的にも実装的にも困難を極めると
考えられる。
　高性能サーバーや超大容量ルー
ター等でも同様に、装置間、ボー
ド間に相当するデータ伝送がボト
ルネックとなり問題視されつつあ
る。今後、装置内外のデータ量は
さらに増大の一途をたどることは
明らかであり、来るべき配線ボト
ルネック問題に対応すべく、電気
配線方式に代わる新たな伝送方式
の検討が急務である。
チャンネル数を増加するか、多値
化によってチャンネルあたりの伝
送容量を増加させる、といった手
法が考えられる。しかし、並列チ
ャンネル数の増大は LSI パッケ
ージのピン数が増大するのと同時
に、データの到着時間にばらつき
が生じる可能性が増す、いわゆる
スキュー問題が顕在化する。この
ような問題に対処すべく、スキュ
ー調整回路、あるいは多値化用の
符号回路の追加や、長距離伝送す
るために、周波数の高域成分を予
め強調するプリエンファシス技
術、受信時に周波数成分を調整す
るイコライズ技術など様々な技術
改良の導入が試みられている。し
かしながら、これらの手法は LSI
の回路規模を著しく増大させ、消
費電力増大を招く結果となる。さ
らに、この他にも特殊な基板材料
が必要になり、基板層数が増大し、
スルーホール等基板設計の最適化
も必要になるなど、基板設計の負
荷が著しく増加する。このような
図表３　 現行技術のみを用いたペタフロップス級スーパーコンピュータと
 地球シミュレータとの物量比較（推定値）
ペタフロップス級
スーパーコンピュータ
（ピーク性能3PFLOPSと仮定）
（参考）
地球シミュレータ
（ピーク性能40TFLOPS）
クロスバースイッチ 600台 130台
ノード間接続に
使用する
電気ケーブル
本数 270,000 本 83,200 本
総延長 20,000km（地球規模） 2,400km（日本列島規模）
重量 450ton 140ton
消費電力（含空調） 30MW（小さな発電所規模） 5.5MW（変電所規模）
設置面積 8,500m2 3,590m2
参考資料６、７）を基に科学技術動向研究センターにて作成
3   光インターコネクションとは 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
光インターコネクションの
定義
　このような電気配線方式の問題
を解決する最有力候補が、光イン
ターコネクションである。光を用
いたコネクション（接続）という
意味では、光ファイバ通信という
形で既に 20 年以上にわたって実
用化され、都市間や大陸間といっ
た長距離伝送に主として用いら
れてきた。しかし、電気配線方
式が問題視されつつあり、これま
でニーズが薄かった近距離間の光
通信による接続が求められるよう
になってきた。
　「光インターコネクション」は、
単に「光配線」や「光インターコ
ネクト」とも呼ばれ、その語意は
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「光通信を用いた相互接続」とい
うような広い意味で解釈されるこ
ともある。したがって、本稿にお
いては超高速計算機への適用に注
目し、長距離接続とは区別してチ
ップ内から装置間までの数十ｍ以
下の距離の接続を「光インターコ
ネクション」と定義し、議論の対
象とする（図表 4）。
3‐2
光インターコネクションの
特徴
　光インターコネクションは電気
配線方式と比較して、次のような
特徴を有する。
① 伝送距離と関係なく高速伝送が
可能
　光は周波数に依存した減衰、抵
抗が極めて小さいため、電気配線
方式に比べ高速かつ長距離伝送が
可能。
② 高密度な多重化および自由度の
高い実装が可能
　無誘導性のため不要輻射がな
く、また非干渉性であるため光学
的クロストークがない（注３）。した
がって、空間を利用した三次元実
装ができるうえ、同一チャンネル
上に複数の波長を多重化する波長
多重（WDM）技術の適用が可能。
すなわち、入力波長数に応じた飛
躍的な伝送帯域の増大が可能。
③物量の削減が可能
　上記①、②の特徴から、チャン
ネルあたりの伝送速度を高速にで
き、波長多重技術も適用できるた
め、伝送チャンネル数の削減、さ
らにはシールド線不要による媒体
断面積の削減、配線重量の削減が
見込める。すなわち物量の削減が
可能となる。
　このように、光インターコネク
ションは伝送帯域を大幅に増加さ
せるとともに物量を削減すること
ができる。
　一般的には、伝送距離が短く
なるにつれてチャンネル数が増
加する傾向があり、それを構成す
る伝送媒体は基本的には伝送距離
に応じて使い分けられる。およそ
10cm 以下であれば光導波路、そ
れ以上では光ファイバ（単芯また
はリボンファイバ）が用いられる
ことが多い。
　光インターコネクションを実
現するための主な開発要素は、発
光デバイスとしてアレイ実装が
可 能 なVCSEL（Vertical‐Cavity 
Surface‐Emitting Laser：面発光
レーザ）、受光用フォトダイオード、
光導波路および送受信回路の各デ
バイス・材料開発と、高密度実装
設計、熱設計、電気‐光ハイブリ
ッド設計手法等が挙げられる。
３‐３
これまでの取り組み
　これまで日本は、光通信分野の
黎明期から半導体レーザの室温連
続発振、光ファイバの実用化等、
現在に至るまで光通信分野で世界
的に大きな役割を果たしてきた。
1990 年代から 2000 年にかけては、
米国の活況に追従するように、日
本企業は長距離・大容量伝送へ
の光通信システムの実用化を目指
し、伝送媒体、発光／受光デバイ
スといった要素技術開発から装置
に至るまで多額の投資を行ってき
たことは記憶に新しい。
　図表５は過去 10 年間に政府が
推進した光通信関連のプロジェ
クトの一覧を示している。企業の
動きに連動して、現総務省のトー
タル光通信技術の研究開発、現経
済産業省のフェムト秒テクノロジ
ーは長距離・大容量伝送への光通
図表４　伝送距離と伝送帯域の関係（概念図）
LAN：Local Area Network
MAN：Metropolitan Area Network
WAN：Wide Area Network
光の伝送帯域は単位チャンネル、一波長当たりとして表記
※単線または伝送ペア線当たり
科学技術動向研究センターにて作成
（注３）ただし、光導波路も数
十μm まで近接させると光クロ
ストークが問題となる。
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信システムを目指した開発であっ
た。唯一、リアルコンピューティ
ングワールドを目指した次世代情
報基盤技術のごく一部で、光イン
ターコネクションの要素技術開発
がいくつか取り組まれた程度であ
った。
　このように数々のプロジェクト
によって光通信技術の研究開発が
取り組まれてきたが、次世代スー
パーコンピュータや超大容量ルー
ターのような装置の内部通信に必
要なテクノロジーとして期待が高
まったことを契機に、メトロ系、
アクセス系からなる光通信に加え
て光インターコネクション技術に
も研究開発の重きが置かれ始めよ
うとしている。
４‐１
日本の研究開発
盧将来スーパーコンピュータ実現
　のための要素技術開発
　我が国は2010年度に10PFLOPS
超級の演算能力を持つ「京速計算
機システム」の実現を目指したプ
ロジェクトを計画している。2005
年５月、「将来のスーパーコンピ
ューティングのための要素技術の
研究開発」を開発領域として、そ
のうち光インターコネクション関
連で次の２件が選定された９）。期
間は 2007 年までの３年間である。
いずれのテーマも「京速計算機シ
ステム」の実現を念頭に置いた要
素技術開発であり、企業と大学が
共同で開発を行う体制となって
いる。
①ノード間ネットワークへの適用
　九州大学と富士通譁はノード同
士の伝送ボトルネックを解消する
ため、ノード間の光インターコネ
クションを計画している。まずは
ノードとリーフスイッチ間を光化
することにより、高速通信を可能
とする（図表６）。各基板のイン
ターフェース仕様・設計から、小
型・高速化を両立した光モジュ
ールの開発まで総合的な開発を行
う。このノードとリーフスイッチ
間の光化によって、図表３で示し
たように 20,000km 以上にもなる
と見積もられていた電気ケーブル
の物量が 1/10 以下になるという。
　さらに本テーマでは、ラック間
図表５　日本政府が推進する光通信関連プロジェクト一覧
参考資料８）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表６　ノード間ネットワーク光インターコネクションの構成例
参考資料６）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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の光インターコネクションも開発
対象となっている（図表６）。こ
れら二つを合わせて、図表 1 の①
で示したノード間およびノード間
ネットワークの高速化を図る。本
方式のポイントは、現行の電気
クロスバースイッチを光で置換し
た光パケットスイッチの導入にあ
る。その要素技術として、ナノ秒
オーダーのスイッチング速度を有
する半導体光スイッチを新規に開
発する。光パケットスイッチ導入
の効果として光のまま信号をスイ
ッチングできるため、波長多重技
術の適用によるケーブル本数の削
減はもとより、一括スイッチによ
るスイッチ数削減、光‐電気また
は電気‐光変換モジュールが不要
となり、物量面の大幅削減、消費
電力の削減が期待できる。
②CPU‐メモリ間への適用
　CPU 性能の向上速度に比較し
て、CPU‐メモリ間のデータ伝送
性能の向上速度は遅く、将来的に
計算機全体の実効性能がCPU‐メ
モリ間で制限される懸念がある。
　日本電気譁と東京工業大学は、
実現すれば世界初となる CPU‐
メモリ間の光インターコネクシ
ョン技術に取り組んでいる。これ
は図表１に示した②の高速化を図
るための技術である。開発目標は
CPU あたり 20Tbps 以上の信号伝
送能力を持つ光伝送技術の開発で
ある。
　日本電気譁の試算によれば、
2010 年頃には CPU あたりの処理
速度が 100GFLOPS 以上に達する
（図表７）。これに対し、地球シミ
ュレータと同様、信号線あたり
0.5Gbps と仮定し、単純に並列数
を増加した場合、CPU あたりの
信号数は 25,000 本にも達すること
になり実現は困難を極める。加え
て前述のスキュー問題も考慮する
と、信号線あたりの伝送速度を向
上させ、信号線自体の本数を削減
することが望ましい。このような
考えに基づき、地球シミュレータ
と比較して、CPU‐メモリ間の伝
送速度は 40 倍以上となる 20Gbps
超とし、さらに CPU あたりの信
号数は半分の 1,000 信号の光伝送
とすることで目標の 20Tbps を実
現する計画となっている。
　技術的には図表８に示すよう
に、通常の LSI が実装される同一
基板上に実装可能な高密度光モジ
ュールを作製し、現行技術ではお
よそ畳サイズにもなるモジュール
を数 cm 角に収めるよう目指す。
その要素技術開発として、同グル
ープは 20Gbps 超の高速光素子、
高密度実装に関する研究に加え、
従来の LSI 技術と光技術を融合す
べく、光‐電気統合設計に関する
研究を行い、上記目標を実現する
予定としている。
盪超大容量ルーターへの適用
　インターネット上のデータは、
従来のテキストデータ、音声デー
タに加え、映像データの普及が予
想されている。その結果、スイッ
チ容量は年率約２倍の勢いで増大
していく見込みとなっている 10）。
ルーターはそのボトルネックとな
るといわれており、電気配線方式
の限界が間近に迫っている分野の
ひとつである。
図表７　次世代機と地球シミュレータのCPU‐メモリ間伝送の推定仕様比較
次世代スーパーコンピュータ
（2010年頃の推定）
地球シミュレータ
（ピーク性能40TFLOPS） 地球シミュレータ比
CPUあたりの処理速度 >100GFLOPS 8GFLOPS >10倍
CPU‐メモリ間伝送
信号線あたりの速度 >20Gbps 0.5Gbps >40 倍
CPUあたりの信号数 1,000 信号（光） 2,000 信号 1/2
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図表８　CPU‐メモリ間光インターコネクションの構成図
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　譁日立製作所は、スイッチファ
ブリック当りの伝送容量が 2Tbps
を超える超大容量ルーターでは、
電気配線方式のままでは LSI の消
費電力増大、ピン数増大によるコ
スト高になるだろうとの見通しを
示し 10）、ルーターの装置内あるい
は装置間の光インターコネクショ
ンを開発中である。まずは入出力
ピンを削減するために、電気スイ
ッチを中心にバックプレーンを構
成する形になると考えられる。
　しかし、本質的にはノード間ネ
ットワーク同様、電気スイッチを
光パケットスイッチに置き換えた
光ルーターの構成が望ましい。光
ルーターは、経済産業省の「フ
ォトニックネットワーク技術の
開発」や、総務省で推進している
フォトニックネットワークのプロ
ジェクトでも研究が進められてお
り、ノード間ネットワーク光技術
開発の成果、あるいは光ルーター
開発の成果が相互に活用されるこ
とが期待される。
蘯さらに高速化を目指す
　チップ内技術
　さらに処理能力が増大すると、
光化はノード間からチップ間へ、
そしてチップ内へと移行すると考
えられる。これは図表１に示す③
の高速化するための技術の一つで
ある。将来的なチップ内ボトルネ
ックに対応すべく、チップ内光イ
ンターコネクションの要素技術開
発も行われている。近年、特にシ
リコンフォトニクスと呼ばれるシ
リコン電子デバイスと光集積回路
の融合に関する研究が注目されて
いる。
　2005 年２月に日本電気譁は、そ
の受光デバイスとなるシリコン（Si）
製のフォトダイオードを開発した
と発表した 11）。従来、シリコンは
化合物半導体に比べキャリア移動
度が低い、受光感度が低い等の問
題があり高速応答することが困難
であったため数 GHz の動作周波
数にとどまっていた。そのため、
長距離通信で用いられてきた受発
光デバイスは高速化の要請から化
合物半導体が用いられてきた。こ
れに対し同社は受光デバイスとし
て、シリコンの表面プラズモン⑤
共鳴機構に着目し 20GHz を実現
し、さらに 12 月には 50GHz を達
成している 12）。この技術を用いる
と、受光面積をさらに縮小化する
ことで原理的には 100GHz 以上も
可能との報告がされている。同技
術の応用範囲はチップ内配線の技
術にとどまらないが、チップ内光
インターコネクション実現に向け
新たな可能性を示したといえる。
　その他、チップ内で高密度に集
積し高速かつ低損失に光を伝送す
るために、シリコンをエッチング
により導波路として使用するシリ
コン細線導波路（Photonic Wire）
の研究も報告 13）されている。この
細線導波路技術は、光変調器、フ
ィルタ等にも応用ができることか
らシリコン上の高集積化技術とし
て今後の開発動向が注目される。
４‐２
米国の研究開発
盧国家プロジェクトの動向
　米国政府は伝送距離に関わらず
光通信関連技術に対し積極的に推
進しているように見える。図表９
に米国国防総省国防高等研究計画
局（DARPA）が推進する光関連
技術プロジェクトの一覧を示す。
プロジェクトの応用範囲が多岐に
わたっていることからもわかるよ
うに、光技術の多面的な開発推進
体制が整っていることが窺える。
　光インターコネクションに限定
す る と、DARPA よ り“Chip to 
Chip Optical Interconnects（C2OI）”
プロジェクトが 2003 年より４年
計画で進行している。これは文字
通りチップ間のインターコネクシ
ョンを目指したものである。図表
10 の C2OI の構成メンバーから
⑤プラズモン
　金属などの導電体表面の電子の集団振動のことで、光などの電磁波と結合して光の
伝播を制御する効果を持つ。
■用語説明■
図表９　DARPAの光関連技術プロジェクト一覧
プロジェクト名 期間 研究費 概要
Analog Optical Signal 
Processing
2002‐2005年 3,700 万ドル
光アナログ信号処理技術による、
RFシステムの性能向上を目標。
Chip to Chip Optical 
Interconnects
2003‐2007年 4,500 万ドル
チップ間の光接続技術。プロセッ
サ間の高速接続を目標。
Chip-Scale WDM 2002‐2005年 4,000 万ドル
WDMを利用した次世代ダイナミッ
ク、リコンフィグラブル網、およ
びそのコンポーネント研究。
Data in Optical 
Domain-Network
2002‐2006年 6,000 万ドル
エレクトロニクス、フォトニクス、
MEMS技術を用い、100Tbps以上の
スケーラブルな光ルーターを目標。
Optical CDMA 2003‐2007年 4,500 万ドル
光CDMAのハードウェア技術、お
よびネットワーク方式の提案。
Photonic A/D
 Technology
1998‐2001年 4,000 万ドル
光処理による信号デジタル化処理
技術の確立。モード同期レーザや
高速変調器の開発が中心。
DARPA：Defense Advanced Research Projects Agency
※期間および研究費は公募時の計画案に基づく
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わかるように、企業、大学、国立
研究所がこれまでの研究内容を活
かした開発内容となっており、産
学官の連携のプロジェクトとして
見てとれる。この中でも特に注目
されているのが IBM 社と Agilent 
Technologies 社が共同研究してい
る“Terabus”である。同研究だ
けに、４年間で 3,000 万ドルが出
資されている。
　取り扱う情報量の増加にしたが
って、サーバー内部の総伝送帯域
は４年で 10 倍のペースで増加し
続け、2010 年にはプロセッサ間で
40Tbps もの総伝送帯域が必要と
IBM 社は予想している。Terabus
はまさにこの問題解決を開発ター
ゲットとし、2010 年までに低消
費電力、低コスト、小型化を最終
目標としている。Terabus の構成
は、基板実装が可能な光トランシ
ーバモジュール（Optochip）を、
導波路を包含したプリント基板
（Optocard）に実装する形となる（図
表 11）。
　当面の目標は、チャンネルあた
りの伝送速度の目標を 20Gbps 超
（開始当初の目標は 15Gbps）と
し、48 チャンネルで 1Tbps 超の
伝送帯域の実現となる。光導波路
を 62.5μm と近接させて高密度実
装を行い、１cm2 に収める予定で
ある。将来的な目標は、チャンネ
ルあたり 40Gbps を実現すること
になっている。
　2005 年９月、IBM 社と Agilent 
Technologies 社はスコットランド
で行われた欧州最大の光通信関連
学会である ECOC2005 で招待講
演を行い、チャンネルあたり送信
20Gbps、受信 14Gbps で 48 チャ
ンネルのパラレル伝送を達成した
との発表を行った 17）。高速ドライ
バ、レシーバを 0.13μm‐CMOS
テクノロジーで実現し、１チャン
ネルの1Gpbsあたりの消費電力が
10mW以下と省電力化が図られて
いる。着実にロードマップに従っ
た開発を実行しており、これから
本格的な開発を始動する日本はデ
バイス開発で米国に先行されてい
る状況にある。
　このような高速光インターコネ
クション技術開発は、米国政府の
高性能コンピューティング（High‐
End Computing：HEC）計画にあ
るハードウェアロードマップにも
合致しており 18）、近い将来、HEC
実現に向けた技術となる可能性
が高い。前述の BlueGene を手が
けた IBM 社が Terabus の研究開
発を行っていることからも、今後
HEC 計画に深く関与していくこ
とが予想される。
盪その他の動向
　Intel 社は将来的な電気配線方
式の限界に備えて、同社のシリコ
ンテクノロジーを発展させるべく
シリコンフォトニクスの研究開発
を行っている。同社の Patrick P. 
Gelsinger 副社長は、「現在、光技
術は用途が限定されているが、将
来的には Intel のあらゆるチップ
の主流となるだろう」とコメント
しており 19）、積極的に光技術に対
し研究開発を推進している。
　特に注目されるのがチップ内の
光インターコネクションの動向で
ある。2005 年２月、Intel 社は Si
製のラマンレーザ⑥の連続発振に
世界で初めて成功したと発表し
た。製造には標準的な CMOS シ
リコンが使用される。この技術は
シリコン上の光集積の可能性を示
すものであり、実現されれば同社
のシリコン製造手法を用いて、安
価な光デバイスの量産が可能にな
る。他にもシリコンチップ上に集
積化できる光変調器 20）や受光器
の開発も進めており、チップ内光
インターコネクション技術を総合
図表 11　Terabus 構成図
参考資料 16）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 10　C2OI プロジェクトの構成メンバー
構成メンバー 開発内容
IBM, Agilent システムデモ、40Gbps送信デバイス技術
University of California Santa Barbara 
University of Texas at Austin
40Gbps送信デバイス技術
40Gbps増幅器不要の光受信機デバイス技術
Colorado State University 高速VCSEL技術
Mayo Foundation 評価機
US army Research Lab
集積化技術　低消費電力送受信デバイス設計
（University of Delaware）
The Air Force Reseach Lab ポリマー材料評価、導波路作成
MIT Lincoln Lab アーキテクチャー
参考資料 15）を基に科学技術動向研究センターにて作成
⑥ラマンレーザ
　外部入射光に対し、内部構造に応じ
て波長が変化するラマン効果を利用し
たレーザ。
■用語説明■
科 学 技 術 動 向　2006年 1月号
16 Science & Technology Trends   January  2006 17
光インターコネクション技術動向　̶「京速計算機システム」への適用を目指して̶
的に開発している。
４‐３
技術課題
　光インターコネクション技術
は、まさにこれからの技術とい
うことで配線に用いる材料から実
装方法に至るまで、製造方法が確
立されているとは言い難く、技術
的課題は多い。例えば、光インタ
ーコネクションは並列伝送が基本
であるため、発光デバイスは並列
アレイが実現容易な VCSEL が用
いられることが多いが、並列化す
るほど単体の信頼性要求は厳しく
なる。直近の課題は、送信側のキ
ーデバイスでもある VCSELの頓
死⑦であろう。頓死のメカニズム
について近年報告が多数なされて
おり 21、22）、完全に解決されるのは
時間の問題であるという見解もあ
る。しかし頓死問題は、利用者側
にとっては信頼性問題に直結する
だけに、光インターコネクション
技術の実用化を阻む要因と成り得
る。産業界全体として VCSEL の
頓死問題の早期解決が望まれる。
　別の課題として、熱問題が挙
げられる。高密度実装を追及す
ると単位面積あたりの発熱量が増
加することが予想されるが、例え
ば、図表８で紹介した数 cm 角の
CPU モジュールの発熱量は 200
～300Wにも達する見込みである。
熱問題はデバイスの寿命も左右す
る問題であり、冷却技術の新規開
発が期待される。
　最終的には全光化したシステム
が期待されている。全光化すると、
電気‐光変換モジュール数を削減
でき、消費電力を大幅に削減でき
る利点がある。しかしながら、光
の状態をバッファするメモリ、ス
イッチそのもののデバイス実現が
未だ困難であることから、電気で
は容易な経路スイッチングに課題
を残している。
　以上の状況も踏まえて、全ての
高速電気配線がいきなり光化され
るとは考え難い。技術的難易度か
ら見ても、ノード間、CPU‐メモ
リ間、チップ内の順で実用化が進
むと考えられる。
5   今後の方向性 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
５‐１
戦略的ロードマップの
必要性
　地球シミュレータの例を見て
もわかるように、これまで我が国
は、単発的にスーパーコンピュー
タの開発を行ってきた。単発のプ
ロジェクトでは、要素技術開発に
も継続性が望めない。2005 年 11
月に行われた総合科学技術会議に
よる「最先端・高性能汎用スーパ
ーコンピュータの開発利用」の評
価においても、後続機ロードマッ
プの欠如が米国の後塵を拝してい
る理由の一つとして挙げられてい
る 23）。ロードマップに基づいた長
期的戦略は極めて重要である。ま
た、これをスーパーコンピュータ
のロードマップだけに留めるので
はなく、今後高速化が切迫してく
ると思われる超大容量ルーターの
ロードマップとも合致させ、配線
技術全般に光技術が取り入れられ
ていく大きな流れを示す戦略的な
ロードマップとして展望すべきで
あろう。
　長期的な戦略ロードマップは、
単発プロジェクトでは取り組むこ
とが難しいような、より挑戦的な
要素技術開発への着手を可能にす
るだろう。例えば、チップ内の光
インターコネクションといった将
来的な技術が、国家プロジェクト
のもとで先行開発されるようにな
る。もちろん、産業界において各
企業レベルで光インターコネクシ
ョン技術が開発されていく必然性
はあるが、直近のビジネスと関係
が薄ければ、利益追求が企業の理
念である以上、おのずとその規模
や開発スピードには限界がある。
現在の日本の状況を冷静に判断す
れば、国家的な取り組み無くして
当該分野を優先特化しようとする
日本の企業はほとんど無いだろう
と思われる。
　戦略的ロードマップのような継
続的な計画があれば、我が国は光
インターコネクション技術のよう
な戦略的要素技術を一過性のもの
ではなく、次世代の「京速計算機
システム」、次々世代機、さらに
超大容量ルーターを含む超高速計
算機実現のコア技術の一つとして
明確に位置づけ、長期的に推進し
ていくことが可能となる。
５‐２
将来への布石
　過去のスーパーコンピュータの
性能が、既に民生品レベルになっ
ていることからもわかるように、
民生品のコンピュータにおいても
電気配線方式が問題になるのは、
もはや時間の問題である。近い将
来、光インターコネクション技術
と CPU は切り離せない状況が来
る。現状では、民生品のコンピュ
ータの CPU は米国 Intel 社のほ
ぼ独占市場となっているが、光イ
ンターコネクション技術がチップ
間、チップ内へと浸透していけば、
⑦頓死
　動作時に突然破壊され、故障モード
に至る現象。
■用語説明■
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従来のアーキテクチャが変わる時
期が到来する。これは、市場勢力
が変化する契機となるかもしれな
い。光インターコネクションの
技術力向上は、次世代 CPU、そ
れを取り巻く周辺メモリ等の覇
権争いの布石となりうる。チッ
プ内あるいはチップ間のインタ
ーコネクションは、高い技術力
が必要であり、長期的に優位性を
保つことができる要素技術とも言
える。光インターコネクションの
技術開発は、まだ始まったばかり
である。したがって現在は、戦略
的ロードマップを作成し、光イン
ターコネクション技術へ投資すべ
き好機であろう。
　既述のように超高速ルーターの
分野でも、バックプレーンにおい
て電気配線方式の問題が浮上して
おり、同様に光インターコネクシ
ョン技術が市場に普及すると考え
られる。キャリア向けのルーター
においては、世界市場の大半が米
国製であり日本企業がほとんど参
入できていない状況にある。この
分野は、ソフトウェアとのバラン
スや過去からの機能継承といっ
た、単に高速性能だけでは語れ
ない参入障壁が存在するが、光
インターコネクション技術の導
入は、この分野でも日本の置かれ
ている現状を打破するきっかけに
なりうる。
　一方、超高速ではないが、不要
輻射や配線スペースの観点から携
帯電話、自動車の中へ光インター
コネクションの導入が検討されて
いる。今後普及拡大が予想される
ロボットの分野にも、脳に相当す
るプロセッサの演算結果を神経の
ように伝達する配線として、光イ
ンターコネクションが適用される
ことも考えられる。最先端の技術
開発で培った技術をこのような分
野に横展開できる可能性も十分に
期待できる。
6   終わりに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　本稿では超高速計算機につい
て、とりわけ次世代スーパーコン
ピュータ開発の要素技術の中で、
特に光インターコネクション技術
に焦点を当て、技術動向を紹介し、
日本のとるべき方向性について述
べた。光インターコネクション技
術は我が国が得意とする光技術分
野の一つであり、光技術開発で世
界の先端を走ってきた過去の経験
や実績からも研究開発の素地は整
っていると言える。将来のスーパ
ーコンピュータ開発はもちろん、
次世代 CPU やルーター開発にお
いて日本の置かれている現状を打
破する契機となるかもしれない。
「京速計算機システム」のような
次世代スーパーコンピュータ開発
への取り組みを通じ、光技術への
転換期において日本勢の巻き返し
に期待したい。
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無機材料研究における
マテリアルインフォマティックスの動向
知京　豊裕
客員研究官
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　インフォマティックスとは、コ
ンピュータやネットワークを使
って情報の収集と分類を行い、新
しい知識体系を構築することであ
る。この手法を材料科学に適用し、
革新的な材料開発をめざすものが
マテリアルインフォマティックス
である。その構成としては、計算
科学やデータベースを使った材料
設計、材料合成実験計画表、材料
探索のためのコンビナトリアル材
料自動合成法、材料高速評価法、
得られた結果のデータベース化、
ネットワークを介したデータの共
有、データの視覚化と新材料を予
測するデータマイニングなどの要
素があり、これらを統合してマテ
リアルインフォマティックスは構
築される１）。
　インフォマティックスに関して
先行しているのはバイオインフォ
マティックスや有機材料のインフ
ォマティックスである。バイオイ
ンフォマティックスは、自動解析
装置が開発され、大規模な遺伝子
配列データの処理が可能になって
おり、これらのデータから遺伝情
報データベースの構築や数理統計
を用いたデータ解析が行われてい
る。解析結果を使ったテーラーメ
ード医療は、バイオインフォマテ
ィックスの発展成果のひとつであ
る。また、有機系材料やポリマー
（高分子）開発でもコンビナトリ
アル手法を使った大量かつ系統的
な合成手段と大量データ処理技術
を使った新材料の開発が進められ
ている。
　従来、セラミックス、ガラス、
半導体といった無機材料のインフ
ォマティックスは構築されていな
かったが、近年、コンビナトリア
ル材料を使った触媒材料合成の過
程に対し、材料設計からデータ蓄
積までをひとつのセットとして研
究開発する機関が出現してきた。
特に企業の研究において、システ
マティックな材料探索が進めら
れ、それに伴って大量のデータ解
析も必要となり、この分野でもマ
テリアルインフォマティックスの
重要性が唱えられるようになって
きた２）。
図表１　各種材料開発とインフォマティックスの関係
2   他のインフォマティックスとの類似点と相違点 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　無機材料のマテリアルインフォ
マティックスを考える際に、先行
する他のインフォマティックスと
の比較を行うことにより類似点と
相違点がより明確になると思われ
る。上記に述べたように、先行す
るインフォマティックスとしては
バイオインフォマティックスや有
機合成におけるインフォマティッ
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クスがある。
　バイオインフォマティックス
は、すでに盛んに研究されている
分野であり、遺伝子情報、遺伝子
統計学などを融合してバイオイン
フォマティックスが構築されてい
る４）。バイオインフォマティック
スでは、ゲノムと呼ばれる生物の
遺伝子情報を系統的に整理するこ
とを目的としており、DNAの塩
基配列データの収集、系統的保
管などのデータベースに関する機
能、データを視覚化して直感的に
比較検討するようなデータ解析ソ
フトから構成されている。現在の
バイオインフォマティックスは、
解析装置が自動的に大型のデータ
ベースを作成している。そのため
に、最新のコンピュータ技術が導
入され、大量のデータを高速に取
り扱えるようになっている。異な
る研究機関で生成されるデータは
それぞれ独自の形式であるために
互換性の問題があるが、互いのデ
ータを共有するためのツールを使
い、機関間のデータ共有が行われ
ている。
　その他の分野でインフォマティ
ックスの開発が進んでいるのは有
機合成の分野である。組み合わせ
によって多数の化合物群を一度に
合成することができるコンビナト
リアル手法による有機合成は、材
料合成の速度を飛躍的に向上さ
せ、他の先駆けて新しい材料を創
製することが可能であるため、新
ポリマー材料開発から医薬品開
発に展開されている。コンビナト
リアル合成を用いることで、分子
構造がよく似た大量のライブラリ
を作製することが可能になり、特
定の化学構造、官能基との特定
の反応に対しての活性の有無が調
べられている。その結果、目的に
合致する可能性のあるものがあれ
ば、その組み合わせを集め、商品
化することができる。ここでもロ
ボットによる自動化が進みつつあ
り、これらに関する多くのベンチ
ャー企業が設立されている。ただ
し、ここでのインフォマティック
スは、構築の目的が他の企業に先
行して結果を独占することである
ために、各企業やグループ内で閉
じたデータベースとなっている。
　セラミックス、ガラス、半導体
といった無機材料の研究でも、過
去に多くの材料特性や結晶構造な
どの豊富な材料データが蓄積され
てきた。しかし、この分野での過
去のデータは、研究の過程で得ら
れた成果を報告されたままの状態
で集めたものであり、ひとつひと
つの閉じた研究の中で蓄積された
ものである。したがって、データ
形式は様々であり、あるデータは
数値データであり、他のデータは
グラフのみで与えられているため
に、データ交換ができないという
問題がある。さらに無機材料研究
におけるインフォマティックス構
築の難しさは、ひとつの材料が多
面的な性質を持ち、しかも各特性
が単純な「ある」「なし」で表現
できないことに起因している。こ
れは、比較的デジタル的に特性を
表現しうる有機材料やバイオ研究
の場合と大きく異なっている。た
とえば、酸化ジルコニウム（ZrO2）
は、一方ではゲート絶縁膜材料と
して、他方ではイオン伝導体とし
て知られている。ゲート絶縁膜材
料としてのZrO2 は、できるだけ
酸素空孔を少なくして絶縁特性を
向上させることが求められる。し
たがって、ここでは絶縁特性を向
上させるための添加材料や絶縁特
性などが中心的データとして蓄積
されている。一方、イオン伝導体
やセンサーとしてのZrO2 は、逆
に空孔濃度を増やして伝導性を確
保することが求められる。したが
って、ここでは電気抵抗を下げる
ための作製条件と伝導性を高める
不純物材料が中心的データとして
蓄積されている。同じ材料であり
ながら、研究目的が異なると、蓄
積データがまったく異なったもの
になっている。したがって、ひと
つひとつの材料をそれぞれ異なっ
た手法で合成し、特定の特性だけ
を評価するという従来の実験デー
タの蓄積方法では、マテリアルイ
ンフォマティックスを構築するこ
とは不可能である。
　この状況を変えることができ
るのがコンビナトリアル材料合成
手法の導入であり３）、実際に無機
材料開発にも適用されはじめてい
る。組み合わせによって多数の化
合物群を一度に合成することがで
きるコンビナトリアル手法は、上
記で述べたように触媒などの材料
開発では有効であることがすでに
認識されている。さらに、インフ
ォマティックス構築のためには、
材料開発の各段階で、系統的かつ
自動的にその特性が計測され、デ
ータとして残るようなシステム
が必要である。したがって、「コ
ンビナトリアル材料合成」に、さ
らに「高速材料評価手法（High 
Throughput Screening）」の確立
も必要であり、これらはマテリア
ルインフォマティックス構築のた
めには不可分の関係にある。
　すなわち、各実験は、組成や成
長条件などを系統的に変化させる
ことが可能であるコンビナトリア
ル材料合成に、それらの特性を系
統的に評価することが組み合わさ
れたものでなければならない。上
記のZrO2 の例を取れば、ZrO2 と
いう材料の合成に対して、製造条
件のほかに、酸素分圧や電気抵抗
といった材料特性を自動計測し、
これらをデータセットとして蓄積
する。このデータセットの一部は
高誘電体ゲート絶縁膜情報として
利用でき、別の一部はイオン伝導
体情報として利用することができ
る。このようなデータセットで
の収集と蓄積がマテリアルインフ
ォマティックス構築の第一歩とな
る。つまり、今後の材料開発は、
マテリアルインフォマティックス
を構築するためのデータフォーマ
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ットを意識しながら行うことが必
要になる。コンビナトリアル手法
で得られた大量のデータには、処
理の自動化も不可欠である。
　このような視点で考えると、有
効な蓄積データセットはまだ少な
い。また、このようなマテリアル
インフォマティックスを構築しは
じめた研究機関はあるものの、今
のところ、それぞれの研究機関が
異なる目的でマテリアルインフォ
マティックスを構築しようとして
いるために、結果が分散している。
マテリアルインフォマティック
ス構築の基礎的段階にある現状で
は、まず、互いにデータを共有す
ることでデータベース情報を補完
する状況を実現することが必要で
あろう。評価項目が多岐にわたる
材料研究では、すべてのデータを
一度に自動計測することは現実と
しては困難であり、複数の機関間
でデータを補完しあうように進め
るほうが、無機材料の研究開発全
体のために有効である。
3   マテリアルインフォマティックスの現状と課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　無機材料のマテリアルインフ
ォマティックス構築に関する研
究活動は、各国、各研究グルー
プが個別に開発しているという
のが現状であり、そのために成果
はかなり限られたものとなってい
る。現時点は、コンビナトリアル
実験に関係するデータ管理や保存
についての議論の段階にとどまっ
ており、そのデータを使って新材
料を見つけ出すデータマイニング
までには進んでいない。その原因
は、各研究グループが個別の方法
でのデータ蓄積を行っているため
に互いにデータの共有ができない
ことであり、結果的にデータマイ
ニングに値するデータが蓄積でき
ていないためである。また現状で
は、特性評価に時間がかかってお
り、短期間に多くのデータを集め
るということができていない。こ
れらの問題のために、データマイ
ニングを通じて新材料を予測する
というマテリアルインフォマティ
ックスの本来の目的までは、まだ
かなりの距離がある。
　しかし、この最終的な目的を意
識した取り組みは、特定の分野で
はすでに行われている。特に、触
媒ではその特性が触媒能の「あ
る」「なし」で判断できることか
ら、研究が盛んである。計算科学
に基づいて材料物性を予測する研
究は、東北大学の宮本／久保グル
ープなどが、触媒開発などで新し
い材料の予見と企業による実証な
どで成果を上げている５）。
　近年、多くのコンビナトリアル
手法を使った材料開発が報告され
始めているが、マテリアルインフ
ォマティックス構築に寄与すると
考えられるデータセットになって
いるものは、全体のわずか 10％
程度であろうと見積もられている。
しかも、その内容は、バイオイン
フォマティックスなどの他のイン
フォマティックスの手法を、その
まま触媒開発など限られた材料開
発に適用しようとするものである。
　一方、現存するデータベースを
マテリアルインフォマティックス
の構築に使えないかという検討も
行われている。例えば、Ｘ線回折
のデータベース、Linus Pauling
ファイルなどの相図に関係した
データ、自由エネルギー計算に必
要な JANAF表などのデータが、
National Institute of Standards 
and Technology（NIST）な ど、
海外の国立研究所から多く提供さ
れている。日本でもC物質・材
料研究機構などが複数の国際デー
タベースへのアクセスをサービス
しており、これらは材料開発に必
要な基礎的なデータを提供してい
る。しかし、これらのデータは、
前述したように、あるものは数値
データであり、あるものは図表で
表現されたデータである。そのた
めに、現実的には、これらは新し
い材料を予測するためのデータベ
ースにはなっていない。
　これらのことを念頭におき、今
後、マテリアルインフォマティッ
クス構築に必要な課題をまとめる
と、以下のようになる。
① データ共有をめざしたデータベ
ース形式の再定義
② データベースのネットワーク化
とデータ共有のためのソフトウ
ェア開発
③ データの解析ソフトとデータの
視覚化ソフト開発
④ データベースからのデータマイニ
ングに関するソフトウェア開発
⑤ データマイニングと計算科学の
融合による新機能予測
⑥ これらを統合するプラットホー
ムの標準化
　特に⑥は今後のマテリアルイン
フォマティックスの根幹をなすも
のとなる。これらの実現は、単独
の機関では不可能であり、国内は
もちろん国際協調のもとでの長期
的な作業が必要になってくる。
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４‐１
コンビナトリアル手法の
導入とデータ形式の共有
　材料開発プロセスの効率化も、
マテリアルインフォマティックス
構築の目標のひとつである。無機
材料における従来の実験では、個
別に試料を作製し個別に評価をお
こなってきた。しかし、コンビナ
トリアル手法を使うことで一度に
数百種類という規模で試料合成が
可能になるため、マテリアルイン
フォマティックスを構築するため
には、この手法の導入が前提とな
る。実際、コンビナトリアル手法
を使った新しい無機材料研究が始
まっている６～８）。
　コンビナトリアル手法を取り入
れた合成過程では、材料合成、評
価、解析の順でデータが蓄積され
る。これをできるだけ効率的に進
めるために材料設計から合成まで
各プロセスを統合、管理し、律速
となる段階をできるだけ短時間で
行えるようにするために、各合成
プロセスを管理できる装置が必要
である。評価と解析は個別の要素
が強いために個別の評価装置が必
要になり、データ収集にもっとも
時間を要する箇所である。また、
得られた系統的な結果を効率的に
解析するために、データ管理や解
析ツールが必要となる。これらの
過程をすべて自動化できれば、よ
り望ましい。
　どのような特性を評価するか
は、これまでは各材料研究開発の
目的に依存していた。しかし、イ
ンフォマティックスの構築をめざ
してデータを共有するためには、
最低限の共通事項の計測、例えば
Ｘ線回折による構造評価や電気抵
抗などの計測に、それぞれの材料
特有の特性評価を加えた、ひとつ
の共通のデータ形式として保存さ
れることが望ましい。この場合、
データマトリックスの中に空白の
項目もありうるが、この点は他の
領域のインフォマティックスとは
異なる点である。
　データはまず個々の研究機関の
もつデータサーバに蓄積され、こ
れらのサーバが互いにリンクされ
てひとつの巨大な仮想データベー
スを構築する。最も便利で現実的
な手法はWeb技術を用いること
である。さらなる合成プロセスの
効率向上のために、Webを介し
たデータのやりとりで他の機関の
合成条件などを入手し、それら
を基に次の合成計画ができれば
研究効率を飛躍的に上げることが
できる。
　新しい材料開発に求められる既
存のデータ（相図や熱力学データ）
が分散していても、Webを介し
て入手することができれば、従
来よりは材料設計を加速すること
ができる。これまでの無機材料分
野には、合成で使用したデータや
その結果を、研究者や研究機関の
壁を越えてその後の合成に再利用
できる仕組みが無い。従来の実験
報告は、合成結果報告の記録に実
験の詳細がほとんど記載されてい
ないため、他者による後日の実験
で、同じ試みを再び繰り返してい
る場合が多い。また、情報交換が
不足しているために、異なる目的
のために、別の研究者が同じ材料
を同じ手法で合成していることも
ある。例えば燃料電池用の触媒と
集積回路の金属ゲート材料の探索
は、ほぼ同じ材料であり、計測す
る項目も仕事関数と表面電位計測
とかなり似通ったものである。こ
れらの２つの領域の研究が同じ手
法で合成、評価されれば、材料合
成の研究速度を加速度的に向上さ
4   マテリアルインフォマティックスの具体化蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表２　異種プラットホーム間のデータベース化の概略
Lippmaa助教授による資料を参考に作成
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せることができるはずである。そ
のためには、各機関が情報を共通
形式によるデータとして記録し、
Webを介して検索できる状況と
しなければならない。したがって、
まず共通のデータ形式を開発し、
共有できるデータを充実させるこ
とが重要である（図表２）。
４‐２
共通の
データフォーマット形式
　インフォマティックスシステム
とは、データベースと実験工程に
必要なソフトウェアツールの集合
体とみることができる。システム
の中心部は、実験で集められたデ
ータを共有するデータベースであ
る。現時点で一部の機関で構築さ
れようとしているマテリアルイン
フォマティクスは、まだ、閉じた
系でのデータ共有とデータ検索な
どのアクセスは可能という程度で
ある。また、そのデータの記述形
式にはリレーショナルデータベー
ス形式、例えばSQL（Structured 
Query Language：構造化問合せ
言語）方式が多く用いられている。
データを１機関で独占し、材料合
成と評価を比較的短時間で行なう
という目的のためには、SQL形式
でも十分であると考えられる。し
かし、より広い範囲でのインフォ
マティックスシステムの構築、す
なわち、他の材料研究への展開は
期待できない。
　マテリアルインフォマティッ
クスでは、合成手法やその工程な
ど多くの種類のデータが蓄積され
る必要があり、そのデータ形式も
多種多様にならざるを得ない。し
たがって、できるだけ拡張性の
ある形式でデータ保存する必要が
ある。現時点で最も有効なデータ
形式は、記載内容をあらかじめ定
義した XML（extensible markup 
language：拡張マークアップ言語）
であると考えられる。XMLファ
イルはテキストファイルであるた
め、複数の機関でマテリアルイン
フォマティックスを共有する際に
有効である。最大の利点は、デー
タの拡張性である。XMLによる
データ表記は多くの互換性の問題
を解決するだけでなく、既存の多
くのソフトウェアを利用できる点
が特徴であり、既存の各種解析ソ
フトを用いて解析を行うこともで
きる。この形式の採用は、2005年
８月、イギリスで開催されたゴー
ドン会議で東京大学の Lippmaa
助教授によって提案された９）。各
国からの注目を集めており、今後、
世界標準的なデータフォーマット
となる可能性が高い（図表３）。
　共通のデータフォーマットで大
量のデータが蓄積され始めると、
これらのデータを使った新材料
探索、つまりデータマイニングが
可能になる。データマイニングと
は、大規模なデータから情報を抽
出し、埋もれた関係を見出すもの
である。データマイニング技術は、
すでに有機合成の場合には、様々
な化学反応の原理やモデルを構築
するのに使われている。
図表３　XMLを介したマテリアルインフォマティックス
 構築の例
Lippmaa助教授による資料を参考に作成
5   各国のマテリアルインフォマティックスへの動き蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　コンビナトリアル手法を取り入
れた有機化学および触媒などは、
世界的に見て、すでに産業とし
ての市場が確立されている。米国
の市場調査会社であるFreedonia 
Group, Inc. の“Combinatorial 
Chemistry: Products & Survice”
によれば、コンビナトリアル化
学市場は、1996 年以降 2011 年ま
で年 15％～ 21％の割合で増加し、
その規模は 63億ドルになると予
想されている 18）。このうち、触媒
開発では 13億 5,000 万ドル、ポリ
マー開発でも４億 100万ドルの市
場規模になるとされている。これ
らに、無機系の電子材料やデバイ
スへの応用など、調査項目以外の
市場が加わると、関連業種も入れ
て将来的に 80億ドル規模の産業
への成長が期待されている。した
がって、諸外国では、このような
研究開発をさらに効率的なものに
するために、インフォマティック
スを構築しようとする試みが行わ
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れている。
　各国のインフォマティックス構
築への取り組みの現状をまとめた
ものを図表４に示す。
５‐１
米国の状況
　米国は、最もコンビナトリアル
材料研究が盛んな国である。最近
では、そのコンビナトリアル材料
研究を発展させて、材料設計、合
成手法、データ蓄積までをひと
つのセットとしてデータベース化
しようとする機関が増えてきてい
る。特に、企業において、材料発
掘を目的としたシステム開発が進
められており、それに伴う大量の
データ処理のためにインフォマテ
ィックスの重要性が高まっている。
盧企業の研究開発
　米国のなかでも、コンビナト
リアル手法を材料開発に積極的
に活かしてきた企業のひとつに、
General Electric（GE）社がある。
GE Global Research では、不均一
触媒から、構造材料、バイオ研究
に至る様々な開発にコンビナトリ
アル手法を使ってきた 10）。ここ
には、現在、マテリアルインフォ
マティックスを開発しようとする
研究者が２名おり、そのうちの一
人はデータ管理とデータベース作
成を行っている。材料の効率的な
設計を行うために、効率的な実験
計画の立案とデータ取得プロセス
の自動化を行おうとしている。彼
等が現在使用しているソフトウェ
アは、データベース用Oracle や
Visual Basic である。コンビナト
リアルライブラリーからのデータ
を可視化することで、より効率的
な材料開発を目指している。
　また、Symyx 社 11）は、コンビ
ナトリアル手法を用いて材料開発
をするベンチャー企業のなかで、
最も成功した例である。この企業
は、材料開発のための装置とマテ
リアルインフォマティックスを構
築するためのソフトウェア販売も
図表 4　各国のインフォマティックス構築への取り組みの状況
地域 機関名、大学名 研究分野 備　考
米国
NIST 有機ポリマー、触媒
1999 年よりATPプログラムでコンビナトリアル材料研
究を支援。多くの企業ベンチャーが支援を受ける。有機ポ
リマーに関するインフォマティックスを構築中。また無機
材料に関するデータベースを持ち、アメリカの研究拠点
ジェネラル  エレクトリック社 金属材料、触媒など 幅広い材料開発と独自のインフォマティックス構築
シミックス（Symyx）社 触媒、各種材料、評価 自社ソフトを他社にもライセンス供給
アクセリーズ（Accelyrs）社 触媒計算科学
インフォマティックスのためのソフトウェアを開発。EU
にも拠点
メリーランド大学 誘電体、薄膜 NSFの IMIの一環としてCoSMICプロジェクトを遂行中
マサチューセッツ工科大学 触媒 インフォマティックスのための計算科学手法
デラウェア大学 触媒 不均一触媒開発とインフォマティックス
レンセラー工科大学および
アイオワ州立大学
インフォマティックス理論
CoSMIC内でデータマイニングソフトを共同開発
（研究者の所属が途中で変わったため）
EU
ドイツ
hte社 触媒 触媒開発のための高速評価装置とソフトウェアの開発
ザーランド（Saarland）大学 触媒 新アルゴリズムで触媒開発を加速
オランダ アインホッフェン大学 有機、薄膜材料、触媒
オランダ・ポリマー研究所とも関係。
独自のインフォマティックスを構築
フランス TOPCOMBI 触媒
CNRSが主導。EU内の 22の国立研究機関、大学、企業
が参加。リヨンに研究拠点。
イギリス サザンプトン大学 有機、ポリマー、触媒 COE組織。イギリスの研究拠点
アジア
韓国 韓国科学技術院（KAIST） 触媒、各種電子材料
韓国のコンビナトリアル、インフォマティックスの拠点
を目指している。
中国 アクセラジー（Accelergy）社 触媒開発 拠点はパルアルト（カリフォルニア、米国）と上海
日本
旭化成譁 有機ポリマーなど
独自のインフォマティックスを構築。サザンプトン大学
に研究室を持つ
C物質材料研究機構 半導体関連材料 COMETプロジェクト（1999年～ 2005年）
C産業技術総合研究所 触媒 市販のソフトをつかったインフォマティックス
東京工業大学 触媒、蛍光材料 CRESTプロジェクト研究（1995年～ 2000年）
東京大学 薄膜材料、計測技術 インフォマティックスの国際標準フォーマットを提唱
東北大学 酸化物、薄膜、計算科学
酸化物エレクトロニクスへの応用。コンビナトリアル計
算科学
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行っている。他の企業からの材料
開発の委託ビジネスも行っており、
そのビジネスモデルは他のベンチ
ャー企業の参考になっている。
盪国立研究所の研究開発
　National Institute for Standard 
and Technology（NIST）は、1999
年から、Advanced Technology 
Programを使って、コンビナトリ
アル材料研究を行う企業を支援し
てきた。2001 年には、NIST内に
も Combinatorial Method Center
（NCMC）が設立された 12）。この
センターでは、現在は有機ポリマ
ーに焦点を絞っているが、積極的
にインフォマティックスの立ち上
げを行っている。材料開発研究を
加速度的に進めるために、コンビ
ナトリアル研究の作業工程を合理
化することを目的に、Laboratory 
Research Informatics というシス
テム（LRIS）が設計された。この
システムは、様々なコンビナトリ
アル装置の自動制御、データ収集、
保存、データベース作成を担って
いる。言語形式としては SQLが
用いられているが、データベース
はWeb上で公開され、外部から
の閲覧が可能となっている。
蘯大学の研究開発
　Combinatorial Sciences and 
Materials Informatics Collaboratory
（CoSMIC）は、レンセラー工科大学、
メリーランド大学とフロリダ国際
大学の３大学を中心とする大学間
連携の研究組織であり 13）、この
なかでマテリアルインフォマティ
ックスに関する活動が行われてい
る。CoSMICは、国際的な材料研
究を進めるInternational Materials 
Institutes（IMI）の一環として、
National Science Foundation
（NSF）から研究費を得て活動し
ている。
　CoSMIC でのマテリアルインフ
ォマティックスに関する活動で重
要なものは、既存データベースを
活用したデータマイニングと材料
予測である。現実的なデータマイ
ニングを行うために、既存の相図
とコンビナトリアル手法で得られ
た結果を比較する手法を採ってい
る。フロリダ国際大学の Saxena
は、材料に関する膨大なデータベ
ースの立ち上げに中心的な役割を
担っている。レンセラー工科大学
のRajan（現アイオワ州立大学）
が率いるグループでは、データマ
イニングに関する様々な解析ソフ
ト開発のプロジェクトを進めてい
る。メリーランド大学のRubloff
と竹内らは、コンビナトリアルラ
イブラリーで得られるデータから
マテリアルインフォマティックス
を立ち上げる研究を進めており、
コンビナトリアル材料合成にフィ
ードバックを与えることができる
ようなデータのハンドリングツー
ルを開発している。例えば、デー
タの可視化や簡単な視覚化技術な
どを使い、何百ものＸ線回折スペ
クトルのデータを同時に立体的
に示すソフトウェアを開発して、
材料の研究開発を加速している。
CoSMICは、今後、インターネッ
トを利用して国際間で共同研究者
とのデータ交換も行うWebポー
トの開発を目指している。
　その他の米国の大学でもマテリ
アルインフォマティックスに関連
する研究活動が進められている。
例えば、デラウェア大学では、化
学工学科の Lauterbach らのグル
ープによって、不均一系触媒に関
するコンビナトリアル研究が精力
的に行われており、ここでもイン
フォマティックスの構築を目指し
てしている。また、マサチューセ
ッツ工科大学の材料科学工学科の
Morgan らは、コンビナトリアル
材料合成やデータマイニングに第
一原理計算を取り入れた研究を行
っており、あらゆる化合物に対し
て、その結晶構造や物理的特性を
計算し、計算結果の妥当性を、実
験結果や既存データベースとの比
較によって行おうとしている。こ
こでは、計算結果として得られた
膨大なデータベースを、新材料予
測のために使用しようとしてい
る。今後、このような計算科学に
よる材料スクリーニング手法が、
材料開発のひとつの手法として確
立されていくことになるかもしれ
ない。
５‐２
欧州の状況
　欧州はもともと触媒に関する研
究開発が盛んであることから、触
媒や有機ポリマーに関するコンビ
ナトリアル研究が活発であり、早
くからインフォマティックスの重
要性が認識されてきた。
盧企業の研究開発
　ドイツの hte 社では、“virtual 
library”という計算科学によるス
クリーニング手法を用いて触媒開
発が行われてきた 14）。最近、彼ら
は、マテリアルインフォマティッ
クスを意味する“MatInformatics”
という用語を提唱し、アクセリ
ーズ（Accelrys）社との共同開発
として、MatInformatics に関す
る環境整備およびソフト開発を
行っている。遺伝的アルゴリズ
ムを模倣したデータ相関の解析ツ
ールである Descriptor Property 
Relationships（DPR）が開発され
ている。
盪大学の研究開発
　ドイツのザーランド大学の
Maier らは、コンビナトリアル材
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料研究のフローチャート（実験計
画表）を用いて、新触媒開発を活
発に行っている。彼らは、進化論
的アルゴリズムを採用して、500
種以上の候補材料から目的とする
触媒活性に対する組成の最適化を
目指して、マテリアルインフォマ
ティックスの構築とデータマイニ
ングを行おうとしている。また、
オランダのアインホッフェン大学
の Schubert らは、産学官連携の
ための機関としてオランダポリマ
ー研究所（DPI）を立ち上げ 15）、
この機関内で共有するマテリアル
インフォマティックスを構築しよ
うとしている。
蘯 EUとしての取り組み
　2005 年に、欧州委員会の多国
籍間プロジェクトとして、コン
ビナトリアル材料開発とマテリ
アルインフォマティックスに関
す る“TOPCOMBI” と 呼 ば れ
るプロジェクトが始動し始めた。
“TOPCOMBI”には、EU内の 11
国から、22の企業、大学、研究機
関が参加している 16）。フランス
のCNRSが主導しており、代表者
はCNRSのMirodatos である。予
算規模は約 45億円とされている。
このプロジェクトは、コンビナト
リアル手法による触媒開発をEU
として積極的に進めることを目指
したものであるが、マテリアルイ
ンフォマティックス構築にも力を
入れようとしている。
５‐３
アジア各国の状況
　マテリアルインフォマティック
スに関係する中国系企業として、
アクセラジー（Accelergy）社が
挙げられる 17）。この企業は上海と
パルアルトに拠点を持ち、米国で
受注した材料開発を、上海にある
大規模な開発拠点で行うことで研
究開発のコストを削減し、短期間
の委託事業として完成させるビジ
ネスモデルを採っている。主とし
て触媒開発用にコンビナトリアル
材料合成システムとマテリアルイ
ンフォマティックスのソフトウェ
ア販売を行っているが、電子材料
の開発も行っている。同社は、米
国で生まれた関連のベンチャー企
業を積極的に買収しようとしてい
ることが特徴的である。
　韓国でもコンビナトリアル材料
研究が盛んになるにつれ、マテリア
ルインフォマティックスへの関心
が高まっている。現時点で韓国科
学技術院はマテリアルインフォマ
ティックスを持っていないが、多大
な関心を示しており、コンビナトリ
アル材料研究に関する国際会議に
頻繁に参加し情報を集めている。
５‐４
日本の状況
盧企業の研究開発
　日本国内でもコンビナトリア
ルケミストリーによる有機・分子
合成や創薬への展開を目指す企業
はかなり多い。これらの研究のた
めのホームページも開設されてい
る 19）。しかし、コンビナトリアル
材料科学やマテリアルインフォマ
ティックスの構築を目指している
企業は残念ながら少ない。国内の
企業の中でコンビナトリアル材料
合成とマテリアルインフォマティ
ックス構築に熱心なのは旭化成㈱
である 20）。旭化成㈱は 2001年に、
サザンプトン大学にコンビナトリ
アル材料研究のための研究室を設
置し、主に新材料の開発と独自の
インフォマティックスの構築を進
めている。またコンビナトリアル
材料合成システムでは㈱モリテ
ックスや㈱日立ハイテクノロジ
ーズ、㈱パスカルがその装置を
販売している。特に㈱パスカル
の移動式コンビナトリアル材料
合成装置は薄膜コンビナトリアル
材料合成において標準的な仕様と
なっている 21）。
　コンビナトリアル材料科学のた
めの計算科学は㈱菱化システムや
㈱帝人システムテクノロジー、住
商エレクトロニクス㈱（現、住商
情報システム㈱）などが販売して
いるが、これらの会社の多くは海
外のソフトウェア会社との連携に
留まっている。
盪大学、公的機関の研究開発
　国内ではじめてコンビナトリア
ル材料科学を始めたのは東京工業
大学で、1995 年にその基本概念
を示している。その後、このコン
ビナトリアル手法を材料開発に取
り入れて研究を進めている機関と
しては、C物質・材料研究機構、
産業技術総合研究所関西支部、東
京工業大学、東京大学、東北大学
がある。このうち、C物質・材
料研究機構、東京大学、東北大学、
東京工業大学で進めているコンビ
ナトリアル材料研究プロジェクト
“COMET”は、米国の研究プロ
ジェクト、“CoSMIC”と協力関係
にあり、互いのサーバをリンクし
てデータを補完しあう試みが始ま
っている。
　しかし、諸外国がコンビナト
リアル材料科学のための研究拠
点を形成し、長期的な視点でマ
テリアルインフォマティックスに
関する研究を推進しているのに対
して、日本ではまだ機関内のプロ
ジェクト研究に留まっている段階
と言える。
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　2005 年１月、国際間の競争と
共同歩調の重要性が指摘されるコ
ンビナトリアル手法によるマテリ
アルインフォマティックスに関し
て、NIST（National Institute of 
Standards and Technology）と
CoSMIC‐IMI（Materials Institute 
for the Combinatorial Sciences 
and Materials ＝ Informatics 
Collaboratory）によって、今後の
方向性を議論し合うワークショッ
プが開催された。このワークシ
ョップは“Data Driven Materials 
Research”と題して、材料科学と
インフォマティックスとを結び付
けた取り組みが紹介され、例えば、
Bowing 社はアルミ合金の開発の
歴史を交えてインフォマティック
スの具体例を示した。同時に他の
研究分野から大量データの国際間
共有などに関する紹介があり、例
えば、天文学の分野からは、この
分野の１年間に得られるデータ量
は 2010 年までにペタバイトの単
位に達し、そのような膨大なデー
タから情報を引き出すことそのも
のが新しい科学研究の分野になり
うると指摘された。この会議では、
今後のマテリアルインフォマティ
ックス構築の課題、特に、データ
を共有しようとする際にデータや
モデルの精度が異なる問題なども
議論された。
　また、これに続いてMaryland
大学で開催された「第１回マテリ
アルインフォマティックスに関す
る国際ロードマップ会議」では、
前述した東京大学の Lippmaa 助
教授によるXMLベースのデータ
構造とインフォマティック構造が
紹介され、今後の標準的なデータ形
式としての可能性が議論された。
7   マテリアルインフォマティックス構築に向けての日本の課題蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　マテリアルインフォマティック
スは、異なる材料合成プロセスや
材料データの情報を相互に有機的
に結びつけ、素早く材料開発に適
用することを目的としている。そ
の過程の中で、複雑な測定結果を
取り扱いつつもできるだけ視覚的
にその結果を表示しようとする機
能も持っており、今後の材料科学
の方向を大きく左右する分野であ
ると考えられる。諸外国では触媒
などの分野でコンビナトリアル手
法を取り入れた企業が存在し、確
実に産業化が進んでいるため、中
心的な研究拠点を形成し、それら
をリンクすることでインフォマテ
ィックスを構築しようとする動き
が見られる。しかし、無機材料系
のマテリアルインフォマティック
スについては、世界的にも始まっ
たばかりの段階である。
　諸外国の急速な動きに対して、
残念ながら我が国では、材料研究
のなかでもインフォマティックス
構築の重要性が十分認識されてい
ない。第２期科学技術基本政策分
野別推進戦略では、技術的目標の
一例としてコンビナトリアル手法
による材料開発が明記されていた
が、インフォマティックスへの発展
性は認識されていない。また、日
本の最大の課題は、これらの研究
開発が、各機関内のプロジェクト
研究に留まっていることである。
　すべての製造産業の基盤は材
料にあることを考えると、我が国
でも革新的な材料開発が期待でき
るマテリアルインフォマティック
スの重要性を強く認識し、特に無
機材料の研究開発に関しては系統
的なデータの蓄積を始める時期に
来ていると思われる。今後、日本
でこの分野を推進していくために
は、以下のような施策が望ましい
と考えられる。
① 日本国内に長期的視点に立つマ
テリアルインフォマティックス
のための中心的研究拠点を設置
する。この研究拠点を中心とし
て、複数の研究機関や大学が、
XMLベースの標準的なデータ
フォーマットを使い、Web上で
情報を交換して、次の材料開発
に生かすというマテリアルイン
フォマティックスのシステム構
築を進める。この研究拠点では、
ファンドリ設備やデータベース
整備も行ない、企業など外部の
機関がマテリアルインフォマテ
ィックスをベースとした材料開
発やプロトタイプデバイスを作
製する場を提供する。
② マテリアルインフォマティック
ス構築は単独の機関では不可能
であり、国内はもちろん、国際
協調のもとでの長期的な作業が
必要である。データフォーマッ
トの標準化に関しては、国際的
な場で積極的に発言し、日本が
主張するXMLベースのデータ
フォーマットの国際化を推進し
ていくことが望ましい。
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ワークショップ「学際的研究をどう進めていくか̶生活支援ロボティクスをめぐるヒトとロボティクスの関係̶」開催報告
ワークショップ報告
ワークショップ
学際的研究をどう進めていくか
̶生活支援ロボティクスをめぐるヒトとロボティクスの関係̶
開催報告
奥和田　久美
材料・製造技術ユニット
　文部科学省科学技術政策研究所
は、2005 年７月 21日に六本木ア
カデミーヒルズでワークショップ
「学際的研究をどう進めていくか 
―生活支援ロボティクスをめぐる
ヒトとロボティクスの関係―」を
開催した。本ワークショップ開
催の目的は２つあり、その第１は
学際的研究の例として生活支援ロ
ボティクスをめぐるヒトとロボテ
ィクスの関係を議論することであ
り、第２はこのような例を通じて
学際的研究というものをどう考え
ていくかを議論することである。
　今回取り挙げた「生活支援ロボ
ティクス」というテーマは、先に
科学技術政策研究所が中心となっ
て実施した「注目科学技術領域の
発展シナリオ調査」２）のなかで学
際的研究が強く求められたテーマ
のひとつであった。また、ロボテ
ィクス自体に対しては、分野を問
わず、多くの他テーマの執筆者か
ら非常に高い関心が寄せられた。
　ワークショップ当日は、この分
野に関心を持つ研究者・技術者お
よび行政関係者など約 80名が集
まり、活発な意見交換が行なわれ
た。冒頭の開催挨拶において、科
学技術・学術政策局の河村潤子
1   ワークショップの全体概要蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
総括官から、「システム改革のひ
とつの指針として学際性を重視し
ている。本テーマは既にそれだけ
でもひとつの融合的な分野である
が、今後、どのような学際的な時
系列変化が起きるか関心を持って
いる」との期待が示された。次い
で、科学技術政策研究所の桑原輝
隆総務研究官および奥和田久美上
席研究官から科学技術政策研究所
の行なった種々の調査結果に見る
学際的研究の必要性について紹介
がなされ、同時に本ワークショッ
プ開催の主旨が説明された。
　講演プログラムの前半では、
上記「注目科学技術領域の発展
シナリオ調査」において「生活
支援ロボティクス」の執筆者で
ある小菅一弘氏および萩田紀博
氏から、それぞれの発展シナリ
オが発表された。小菅氏は地球
全体にわたる高齢化現象を生活
支援ロボティクス発展のニーズと
捉え、特にサービス科学あるいは
サービス工学に注目していくこと
を提案した。一方、萩田氏は、現
在は個々に研究が進んでいるメカ
ロボットとコミュニケーションロ
ボットが 2015 年頃には融合する
形で生活の場に入っていくという
道筋を示し、コミュニケーション
メディアとしてのロボティクス発
展に多くの学際的研究を必要とす
るという見解を述べた。
　講演プログラムの後半では、前
２者の発展シナリオの発表を受け
て、サービス科学あるいはサービ
ス工学についての話題が日本IBM
譁 水田秀行氏および東京大学 浅
間一氏から、ロボットとヒトとの
コミュニケーションに関する話題
がC理化学研究所 谷 淳氏および
慶応義塾大学医学部 加藤元一郎
氏から、また日常生活のなかの認
知科学についての話題が成城大学 
野島久雄氏から、それぞれ提供さ
れた。
　最後に、講演者全員を囲んで各
講演への質疑や学際的研究の進め
方に対するディスカッションが行
なわれた。閉会挨拶では、科学技
術政策研究所の小中元秀所長から
「ロボット研究は以前とは全く違
ったフェーズに来ており、学際的
研究を促進するには制度やシステ
ムの見直しも必要であろう」との
意見が述べられた。
 以下に、各発表の内容概要を示す。
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２‐１
調査結果に見る
学際的研究の必要性
（桑原輝隆氏／
科学技術政策研究所総務研究官）
盧「科学技術の中長期発展に係る
　　俯瞰的予測調査」１）について
　「科学技術の中長期発展に係る
俯瞰的予測調査」は、科学技術政
策研究所が、2006年から始まる第
３期科学技術基本計画に向けての
議論のために、基礎調査として行
ったものである。中心となる「デ
ルファイ調査」４）は、将来の科学
技術に関するアンケートにより専
門家のコンセンサスを得ようとす
るものであるが、少数派の貴重な
意見が埋没してしまう可能性もあ
り、これを補うために、今回の予
測調査に「注目科学技術領域の発
展シナリオ調査」２）が加えられ
た。書かれた全 85編の将来的な
シナリオのうち、約半数の執筆者
は各々の分野の発展のためになん
らかの学際的なアプローチが必要
と考えており、文理融合の重要性
を説くものも多かった。
盪急速に発展しつつある
　学際的・融合的研究領域
　今回の予測調査のうち、論文分
析の新しいアプローチである「急
速に発展しつつある研究領域調
査」３）においても、学際的研究の
必要性を見ることができた。過去
６年分の論文データベースから、
引用度上位１％に入る論文を共引
用という関係でグルーピングする
作業を繰り返した結果、約 150の
急速に発展しつつある研究領域が
抽出できた。これらをマッピング
してみると、その 1/3は、複数の
分野が同程度に混ざっている学際
的・融合的な研究領域であること
が判明した。また、それらの学際
的・融合的な研究領域での日本人
研究者のポテンシャルは決して悪
いものではなかった。
蘯望まれる分野間連携
　今回の予測調査では、長年継続
してきた「デルファイ調査」にも
新しいアプローチがいくつか加え
られ、種々のメッセージが得られ
ている４）。融合・連携を進めるべ
き相手となる分野については、至
近の 2015 年までの間と 2016 年以
降の希望を分けて回答していただ
いた。その結果、2015 年までの
10年間においては、情報通信分野
が融合・連携の中心となっている
が、その後 2016 年からの 10年を
見ると、ライフサイエンス、環境、
エネルギー・資源、社会技術など
の分野が連携の中心になっていく
と考えられている。
２‐２
発展シナリオ調査とは
（奥和田久美氏／
科学技術政策研究所上席研究官）
　「注目科学技術領域の発展シナ
リオ調査」５）とは、第３期の科学
技術基本計画策定のために様々な
データを収集した予測調査のうち
のひとつである２）。特定の領域の
今後 10年から 30年の科学技術の
発展シナリオを、ある個人の卓越
した見通しのもとに描いていただ
き、合わせて日本のとるべきアク
ションを引き出そうというもので
ある。
　この調査では、注目すべきテー
マとして 48テーマが選ばれたが、
その中のひとつが「生活支援ロボ
ティクス」である。シナリオ執筆
者は関連学協会や業界団体からの
推薦・投票方式で選ばれたが、当
テーマに関しては３章の小菅氏と
萩田氏の２人にお引き受けいただ
いた。両者ともシナリオのなかで、
学際的研究の必要性を強く説いて
おられる。また、書かれた全 85
編のシナリオは基礎科学から社会
インパクトまで幅広いテーマを扱
ったものであるが、ロボティクス
に対する関心は非常に高く、40％
にあたる 34編のシナリオのなか
に「ロボティクス」あるいは「ロ
ボット」というキーワードが記述
されていた。なお、４‐４項の加
藤氏も別テーマ「脳科学に基づ
く認知と情動神経機構の統合的理
解」の執筆者である。
2   開催の意図 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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３‐１
生活支援ロボティクス
（小菅一弘氏／
東北大学大学院工学研究科
バイオロボティクス専攻教授）
盧世界的な高齢化傾向と生活支援
　現在、日本など６カ国を除いて
世界中のほとんどの国では、65歳
以上の高齢者人口が 15歳以下よ
りまだ少ない。しかし 2030 年に
は、世界のほとんどの国で 65歳
以上の高齢者が13％以上という状
態になり、特に日本は 2020 年に
は 27～ 28％、2050年には 35％と
いう高齢社会に達する。そこで生
活支援と言えば、まず、ロボティ
クスによってヒトの高齢期までの
QOL（Quality of Life）を維持し、
活力有る日常生活を実現すること
を思いつく。
盪生活支援技術の現状
　現在、「空間の知能化」に関す
る数多くの研究がウェブ上で公
開されている。しかし、まだ生活
支援に必要なサービスに直結して
いるものはなく、必要なサービス
を具現化するシステムとしての技
術開発はほとんど行なわれていな
い。日常生活の中で我々が無意識
に行なっている活動を「サービス」
という観点から見直し、それらの
サービスに対するロボティクス
を、サービスプロバイダの存在を
前提として展開することで、高齢
者を中心としたQOLを維持する
ことを考えてはどうだろうか。
　このようなサービス提供は、ロ
ボット単体では実現できないた
め、まず「空間の知能化」が必要
である。そのうえで、サービスサ
イエンスをベースとし、情報技術
とロボット技術を融合したシステ
ムインテグレーション技術を発展
させることで、各ユーザーに応じ
た快適空間や、場所を選ばないシ
ームレスなサービスの提供が可能
になる。
　日本には高機能機械あるいは知
能化機械といった単体としてのロ
ボットの研究開発が多いが、それ
だけでは不十分であり、目的にあ
ったシステムをインテグレーショ
ンする科学技術が重要である。例
えば、日本の高機能機械の代表
例はヒューマノイドロボットであ
るが、同じ「移動する」というキ
ーワードのもとに、欧米では、よ
り「移動することの本質」に迫る
技術開発、例えば、センサーを
使って地図を作りながら自分の
位置を決めていく技術（SLAM：
Simultaneous Localization and 
Mapping）という研究開発が中心
的に進められている。
蘯サービスの科学的解明
　まず、提供すべきサービスをき
ちんと科学的に解明する必要があ
る。産業用ロボットは、組み立て
などの作業が工学的に解明されて
いるからこそ高性能化できるので
ある。サービスは多種多様で、抽
象的な議論だけでは真のサービス
は提供できない。まず、目的の明
確化が必要である。どのようなシ
ステムを構築すれば、生活をきち
んと支援されたことになり、我々
は豊かな生活を送れるのか、きち
んと議論しておく必要がある。
　ロボットはサービスを提供する
ツールあるいはメディアであると
考え、必要とされている支援サー
ビスを科学的に解明し、そのうえ
で、そのサービスをロボティクス
で実現する。そのためには、提供
されるサービスを客観的に評価す
るための尺度が必要であり、多く
の学際的な側面からの知見が必要
である。これらが新たな学問領域
として確立されなければ生活支援
という目的を達成できない。生活
支援ロボティクスという目的は、
社会科学や人間科学を包含した新
たな学際的研究領域を形成するの
ではないかと考えられる。
　自動車や飛行機には約 100年の
歴史があるが、産業用ロボットで
さえ誕生してからまだ約 45年と
若い技術である。今後必要とされ
る生活支援という目的により、新
しいロボティクス技術を研究開発
していくことが必要ではないかと
考えている。
３‐２
生活支援ロボティクス
（萩田紀博氏／譁ATR
知能ロボティクス研究所所長）
盧第１期（～2015）および
　第2期（2016～）の進展
　生活支援ロボティクスの今後
の進展については、まず 2015 年
頃までの第１期にはメカ的なロボ
ットとコミュニケーションロボッ
トが別々に発展し、それ以降の第
２期にそれらの技術がミックスさ
れて実際にヒトの生活のなかに入
っていくのではないかと思われる
（図表１）。特にコミュニケーショ
ンロボット開発には、学際的研究
が必要と考えられる。
盪コミュニケーションメディア
　としてのネットワークロボット
　歴史上何世紀も続いたメディ
3   生活支援ロボティクス 「̶注目科学技術領域の発展シナリオ調査」５）からの講演̶蘆蘆蘆
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ア、例えば、壁や紙に描かれた絵、
楽器、印刷術などが生まれた背景
には、自分の体験を他人に伝えた
いという人間の本質的な欲求があ
る。メディアの進化という観点で
言うと、今、これらのメディアが
コンピュータネットワーク化さら
にユビキタスネットワーク化して
いく過程にあると言える。メディ
アの進化の中でロボットはどのよ
うなメディアになるかというヒン
トのひとつが、パートナーペット
としてのロボットかもしれない。
ヒトとロボットとの関係を考える
場合に、コミュニケーションは極
めて重要なサービスである。また、
ヒトとのコミュニケーションと同
時に、ネットワークとのコミュニ
ケーションをとり、得られた情報
をヒトに伝える、あるいは環境状
況を認識して動作にフィードバッ
クする、といったことも極めて重
要である。したがって、ロボット
単体の知恵を高めるよりは、ネッ
トワーク化することで情報を得て
「できること」を増やす方向（チ
ームインテリジェンス）に変わっ
ていくと考えられる。
蘯社会に受け入れられるロボット
　生活支援の道具としてロボット
を考えようとする場合に、今後、
最も重要視されるべきで、かつ最
後のポイントになることは、「社
会に受け入れられるか」という点
である。これにはいろいろな意味
での科学的根拠が必要となり、極
めて大きな、かつ学際的な研究領
域を形成する。例えば、ヒトとの
コミュニケーション能力について
は「ヒトに合わせてくれるのがい
いことなのか」、道具としての能
力としては「ヒトと同じことがで
きることがいいことなのか、ある
いは、ヒトのできないことができ
るほうがいいのか」などといった
学際的な議論が必要である。
　ひとつの方向性として、現在、
日常的に使われているパソコンと
いうものの存在がロボットという
形に進化する「存在感メディア」
としてのロボットが在りうる。例
えば、アイコンタクト、挨拶、握
手といったマニュアルの要らない
コンタクトができる「存在」であ
る。これは機能的にはコンピュー
タであるが、今のパソコンとは異
なる「存在感」が発生する。
盻ロボット試作によって
　可能になった社会科学的
　あるいは認知科学的研究
　一方、社会学的あるいは認知科
学的に望ましい方向性を探るモデ
ルとして、ロボット技術で種々の
実験を行うことができるようにな
り、新たに数多くの学際的研究領
域が生まれつつある。
　現在すでに１個１個の状況依存
モジュールがそれなりに動くロボ
ットを作製することができ、これ
をヒトの日常生活に投入して「日
常にロボットが入ってきた時にど
ういうことが起きるのか」を調べ
られるようになってきた。そこで
はむしろヒトの反応のほうに予期
せぬことが起きており、「ヒトを
知る」ということにとって非常に
重要な学問分野になる可能性がう
かがえる。このようなロボットは
一種のヒューマンシミュレータで
あり、例えば「気配りが利くとは
どういうことか」「ヒトとヒトが
パートナーになるとはどういうこ
とか」「社会的知能の高さ」とい
った社会科学的あるいは認知科学
的研究が可能になっている。
　今、これらを共通のエディタ
ーで技術的に誰でも簡単に行える
ようにしようとしている。そうす
れば世界中でテキストデータでの
やり取りが可能になり、例えば新
しいロボットを買ってきて、誰か
が作成した「良い介護ソフト」を
ダウンロードすれば、すぐに良い
護ロボットとして動くようにでき
る。我々は、このような時代に入
ろうとしている。
図表１　 萩田紀博氏による生活支援ロボティクスのための
技術ロードマップ５）
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４‐１
サービスを科学する
ということ
（水田秀行氏／譁日本 IBM
東京基礎研究所主任研究員）
盧サービス科学という学問の
　必要性
　サービスは産業的には第三次産
業全てを含むと言えるが、第三次
産業は世界経済のなかで急激に成
長しており、すでに最も大きな割
合を占めている。しかし、過去の
顕著なイノベーションは主に製造
業（第二次産業）に限られており、
イノベーションという視点におい
てサービスは取り残されてきたと
言える。これまで経験と勘を頼り
に行なわれてきたサービスという
分野を、より体系的で革新的な学
問へと変革する取り組みが必要で
ある。
盪サービスの特徴
　サービスの定義は人によって
まちまちであるが、産業的にはク
ライアントと提供者が協同で経済
価値を生み出す活動であると言え
る。サービスには、intangible で
あること（さわることができない、
はっきりした形が無い）、同時性
（作られるのと同時に消費されて
いく）、不可分性（分けることが
難しい）などの特徴が挙げられる
が、これらの特徴がサービスでイ
ノベーションを起こすことを難し
くしている。
　サービスは本質的に融合的ある
いは学際的なものであり、異なる
知識の融合がサービス科学でのイ
ノベーションを推進する。サービ
ス科学とは、テクノロジー・ビジ
ネス・組織文化の３つの要素が融
合されたものとなる。現実には、
これらの各要素の分野間で学際的
活動が不足していることが、イノ
ベーションを起こすことを難しく
している。
蘯サービス科学の促進
　サービスの定量化を図り、改良
手法を体系化し、システムをマネ
ージしていく必要がある。その際、
大学等の教育機関とサービス産業
の協調が健全なサービス科学発展
の形であると考えられる。ロボッ
ト工学もサービスと密接な関わり
を持って進展していくだろう。
４‐２
サービス工学と
ロボティクス
（浅間 一 氏／東京大学
人工物工学研究センター教授）
盧ロボット産業の現状
　日本は産業用ロボットの保有
台数も生産額も世界一を維持して
いるが、産業用ロボットの市場全
体は 1990 年代からすでに飽和期
に入っている。現在すでに、日本
の産業別GDPの 72.3％は第三次
産業が占めていることから、今後
のロボット産業の進展も第三次産
業の効率化あるいは生産性向上の
なかで位置付けるべきと考えられ
る。このような背景において、お
のずから高齢化社会への対応がク
ローズアップされてくる。
盪「もの」から「サービス」へ
　現代の邪悪を解決し循環型社会
を実現するためには、今後「価値
の脱物質化」というコンセプトは
非常に重要である。ポスト大量生
産パラダイムにより持続可能性を
実現するために、サービスによっ
て創造される付加価値を増大する
ことを目的とした工学的手法がサ
ービス工学である。
　富山らによれば、サービスとは、
サービスの発信者と受信者があ
り、サービスを供給するチャネル
（入れ物＝人工物）によってサー
ビスコンテンツが運ばれ、結果的
に発信者が受信者を変化させるこ
とであるというグローバルな定義
が成されている。また、吉川らに
よれば、サービスは、受信者に直
接的な効果を引き起こすもの（例
えばマッサージ）と間接的な効果
を引き起こすもの（例えばテレビ
放送）に分類でき、結果的にサー
ビスとは、ヒト（受信者＝ユーザ
ー）をハッピーな状態にする行為
であるとされている。いずれの場
合も人工物はサービスプロバイダ
を支援するツールとなりうる。特
に後者においては発信者と受信者
は離れていてもよく、その場合に
は人工物はサービス伝達する媒体
となる。
蘯人工物を介したサービス提供
　従来の工学とは、人工物をど
うやって作るかという学問であっ
た。しかし、サービス工学では、
ユーザーがそこにどれだけ価値を
見出すかという評価（ユーザーの
満足度）が重要であり、ヒトと接
し、ヒトが価値を感じるサービス
を予測し、それを提供する方法論
が必要である。ここではユーザー
の特性、すなわち、空間的多様性
（ユーザーがどこにいてもサービ
スを提供できること）、実時間性
（的確な時間内にサービスを提供
できること）、主観性（ユーザー
によって、あるいはユーザーの状
態によって異なるサービスを提供
できること）などを考慮すべきで
4   学際的発展分野からの講演蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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ある。人工物を介したサービスの
設計をするうえで、まず、ヒトの
モデリング技術やヒトに適応する
技術が根本的に不足している。
盻サービス工学の促進
　ロボティクスはそれ自身が非常
に学際的な分野であり、情報処理
技術とともに、サービス工学の技
術的方法論として重要である。し
かし、サービス工学を促進するた
めには、これらの技術的方法論と
ともに、「ヒトと接する科学（ヒ
トを理解し、ヒトのように適応的
に振舞う）」が重要である。生物
を理解できれば人工物の設計論
に反映できると思われるが、実
は生物がいろいろな環境で適応
的に動くということ自体もまだ
よく理解されていない。ここでは
「移動知」という考え方（まず動
くという行為の結果、初めてセン
シング情報が入ってきて、種々の
知が蓄積していく）が重要である
と考えている。
４‐３
ロボットとの
コミュニケーション
―脳科学との接点―
（谷 淳 氏／e理化学研究所
動的認知行動研究チームリーダー）
　C理化学研究所動的認知行動
研究チームでは、ロボットを使っ
て人間の動的認知行動についての
研究を行なっている。主体と環境
の相互作用あるいは他者との相互
作用によって、学習し、認知し、
行動するという人間の脳のメカニ
ズムを、ロボットと人間の適応的
相互作用によって、うかがい知る
ことが可能であると考えている。
　例えば、被験者がゆらぐとロ
ボットもゆらぎ、逆にロボットが
ゆらぐと被験者がゆらぐというシ
ンクロナイズ現象や、被験者がイ
ニシアティブをとってロボットを
引き込ませようとしたり、逆に被
験者がロボットに合わせようとす
るシンクロナイズ現象が観測され
る。このような無意識的な深層レ
ベルでの心身一体化した人間と機
械の相互作用（コミュニケーショ
ン）は、人工知能的なツールより
もむしろ力学的な自己組織化技術
を使っていくと表現しやすい。ま
た、そのような相互作用からさら
にどのような意味ある構造が創発
されうるか、あるいは客観的なも
のと主観的なものをどのように繋
げていくか、というような発展が
あると思われる。このような研究
は、脳神経科学、現象学、工学構
成論等の学際的研究である。
４‐４
精神科医から見た
ロボティクスとの学際的研究
（加藤元一郎氏／慶應義塾大学
医学部精神神経科助教授）
　「注目科学技術領域の発展シナ
リオ調査」５）のなかで「脳科学
に基づく認知と情動神経機構の
統合的理解」の発展シナリオを
執筆した。今後 30 年後までに、
図表２のような４つの流れが協
調する形で発展していくと考え
図表２　 加藤元一郎氏による「脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合的理解」の
 発展シナリオ５）
生物学的研究 
分子イメージングの発展と 
機能的脳画像研究の融合 精神および行動の障害に対する薬物療法の開発 
情報科学的・ロボット工学的研究 
計算論的神経科学の進歩 
ロボットへの応用 
神経心理学的・行動科学的研究 
情動と認知の相互作用に関する研究 
道徳的感情・論理的判断の脳基盤の研究 
発達認知神経科学による発達障害研究 
心理学的・社会学的研究 人間‐ロボット間の心理的相互作用の研究 
精神および行動の障害をもつ人々の成育環境や対人関係、社会での役割などに対する研究 
予防医学・教育への応用 
2000 2010 2020 2030
認知と情動の神経基盤の解明の将来イメージ 
動物モデルを用いた研究 
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ている。この流れの中で、分子
イメージング等が非常に進展し
て精神障害が理解できるようにな
り、一方でロボット工学が非常に
進展して計算論的神経科学が進歩
し、それらが融合することによっ
て、今後 10年から 20年で、これ
らの統合的理解が大きく進展する
だろうと予測している。また、社
会認知神経科学といった分野でヒ
トとロボットの心理的相互作用の
研究が進み、対人関係の脳科学に
基づいて、本当の意味で利用でき
るロボットも生まれてくるのでは
ないだろうか。
　現在、特に興味を持っている
のは、バイオロジカルエモーショ
ンとしての視線、コミュニケーシ
ョン障害と認知リハビリテーショ
ン、行動のタイミングなどである。
これらをロボットの研究で行なえ
れば非常に面白いと思っている。
医者の立場として、最終的には
予防医学や教育への還元を強く求
めている。例えば、視線の動きを
知覚する研究では、ヒトとロボッ
トの視線はどう違うのだろうか、
我々はロボットと見つめ合えるの
だろうか。統合失調症の患者のリ
ハビリテーションを、ロボットを
使ってできないだろうか。ヒトの
行動というものはタイミングが合
うことで成立しているが、ヒトと
ロボットとの間でそれは可能だろ
うか。
４‐５
家の中の認知科学
（野島久雄氏／成城大学
社会イノベーション学部教授）
　私は「家」というものを対象に
研究を進めているが、今後、ロボ
ットの活躍する場、ユビキタスネ
ットワークの場、といった意味で
「家」を考えていくフェーズに入
っていくと思っている。これまで
様々な形で蓄積されてきた文化人
類学、民俗学、心理学、社会学等
のなかには非常に面白い情報があ
り、「家の中の認知科学」という
本を執筆した。例えば、家の中の
全ての物にRFIDタグを付けると
したら、RFIDタグはいったい幾
つ必要になるのだろうかという研
究を行なっている（世界中の国々
の家の中にはどんなものがあるか
を調べた「地球家族」という本も
お薦めしたい）。家の中のモノの
数は昔に比べて非常に増加してい
るが、アクセスしやすいような構
造化も見られる。日本には今和次
郎が提唱した「考現学」という学
問もあり、多くのデータの蓄積が
ある。
　ヒトとモノのインタラクション
に関する分析やシミュレーション
はこれからの研究課題だが、工学
系の研究者は前記のようなデータ
の蓄積があることをあまり認識し
ていない。従来の文科系研究と工
学系研究に繋がりを持たせ、両者
の活発なコミュニケーションを図
っていきたい。
5   ディスカッション 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　以下に、質疑応答およびその派
生議論を、いくつかの論点でまと
める。
５‐１
生活支援ロボティクスの
今後の方向性
① このワークショップでの議論
には、サービスという目的の達
成を目指すサービスオリエンテ
ッドなアプローチと、問題を抽
象化して体系的な答えを出そう
というアプローチの２通りがあ
り、どちらも重要な研究開発の
方向性であろう。サービスに対
して、安全・安心を求める反面、
プライバシーなどにセンシティ
ブになる動きもある。しかしサー
ビスオリエンテッドなアプロー
チ抜きには進められないだろう。
② 介護や治療などの分野では、さ
する・さわる、あるいは、うな
ずく・話を聞いてあげるなどと
いった比較的簡単な動作やサー
ビス、さらには、ヒトが介在す
る補助的なシステムには、近い
将来、可能になりそうなものが
ある。本格的なサービス提供ま
ではまだ遠く、かなり深い探求
が必要であるが、簡単なところ
で経験を積みながら進めること
で、新しい研究分野やビジネス
が開けていくはずである。また、
近い将来、職場の雰囲気を良く
するような、ちょっとしたコミ
ュニケーションサービスくらい
は、コンピュータあるいはロボ
ットでも十分にできる可能性が
ある。
③ 「存在」をヒトに意識させると
いう前提においては、ヒトのモ
ノに対する「愛着」「飽き」「個
性」などをどう考えていくのか、
といったことも興味深い議論で
ある。例えば、コンテンツが増
えるあるいは変わることによっ
て愛着が増加する、飽きたから
と言って価値が下がるわけでは
なく一定のサービス機能を維持
する、といった対象としてのロ
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ボットも考えうる。サービスは
需要側の評価によって決まるも
のであり、ロボットのディペン
ダビリティーには、ヒトの主観
的な側面が多分に含まれる。
④ ロボティクスの研究が進むほ
ど、ヒトの認知や行動との本質
的な違い、コミュニケーション
そのものの理解、あるいはヒト
とロボットとの社会的関係など
が議論の対象になって、これら
の問題が極めて大きいことも認
識できるようになってきた。し
かし一方で、ロボティクス研究
の発展によって、ヒトの認知や
行動の本質を解明できる可能性
に対する期待も非常に大きく、
すでに「ロボットによってヒト
を知る」という研究が始まって
いる。
⑤ 本質を理解できないと、サービ
スという目的は達成できないの
だろうか。例えば、ヒトの「子
供から大人への発達」はそれ自
体が一種の「動きの模倣」の結
果であり、ロボティクスのアプ
ローチとは共通点がある。本質
との距離はあっても、実用的な
サービスができるということも
ありうる。
５‐２
学際的研究を
進めるためには
　異なる分野の研究者が会する機
会に加えて、一人の研究者のダブ
ルあるいはトリプルメジャー獲得
や兼務の容認、そして、それらの
人材を受け入れるあるいは優遇す
る社会的システム環境が日本でも
必要である。これは理系の中だけ
にとどまらず、社会学や民俗学の
ような人文科学系の学問領域への
呼びかけも必要である。
6   ワークショップを終えて 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　ロボティクスの研究は、従来中
心的であった機械工学・電気工学・
人工知能などの工学分野とは異な
る方向へ大きく発展しつつある。
ロボットが行なうべきサービスを
科学的に検討するサービス科学や
サービス工学、社会に受け入れら
れるシステム形成のための認知科
学、といった新しい概念の学際的
研究が必要とされ、一方で、ロボ
ティクスの研究がヒトの本質を知
るうえでの新たな学際的領域を生
み出している。
　現在までのロボティクスの研究
成果を用いても、生活支援という
形で社会に還元しうる幾つかのサ
ービスは可能となりつつあり、そ
こでは提供者であるサービスプロ
バイダのシステム整備、誰でも容
易に利用しうるエディターの提供
などが有効であろう。本質的な理
解までは程遠くとも、これらの研
究開発はできるところからやって
みることで、確実に次の段階へ展
開している。
　これらの研究を可能にしていく
のは、このワークショップに参加
していただいたような学際的な人
材であると言えるだろう。
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